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第１章 計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の趣旨 

男女共同参画社会とは、男女が個人として尊重され、性別に関わりなく自己の能力を自らの意
思に基づいて発揮でき、あらゆる分野に対等な立場で参画し、ともに責任を負う社会です。 

我が国においては、1999 年（平成 11 年）に男女平等の実現に向けた取組をより進めるとと
もに、少子高齢化や経済情勢の変化に対応するため、男女が性別に関係なく個性と能力を十分に
発揮できる社会を実現することを目的とし、「男女共同参画社会基本法」が施行されました。 

同法では、「少子高齢化の進行等、我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していくために、
男女共同参画社会の実現は、21 世紀の我が国社会を決定する最重要課題であり、社会のあらゆ
る分野において男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を推進することが重要である」と
し、市町村に対しては、当該市町村における男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計
画である「市町村男女共同参画計画」の策定を努力義務として定めています。 

その後も、国は男女平等の実現に向けて法整備を行い、2001 年（平成 13 年）に制定された
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（DV 防止法）では、市町村に配偶
者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な計画を定めるよう求めています。 

2016 年（平成 28 年）４月には、女性が職業生活において、その希望に応じて十分に能力を
発揮し、活躍できる環境を整備することを目的とした、「女性の職業生活における活躍の推進に
関する法律（女性活躍推進法）」が全面的に施行されました。 

また、2020 年（令和２年）12 月には、人口減少社会の本格化やジェンダー平等に向けた世界
的な潮流などを背景に、政策・方針決定過程への女性の参画拡大、地域活動における女性の活
躍・男女共同参画など 11 の個別分野を設けた「第５次男女共同参画基本計画」が閣議決定され
ました。 

御船町では、令和元年に令和５年度を目標年度とする「第２期御船町男女共同参画基本計画」
を策定し、各分野における男女共同参画、女性の参画拡大、男女の人権の尊重などに取り組んで
きました。 

このたび、「第２期御船町男女共同参画基本計画」の計画期間が令和５年度で終了することか
ら、社会経済情勢の変化や法制度の拡充を踏まえ、男女共同参画社会の実現に向けた施策を更に
総合的、計画的に推進していくことを目的として「第３期御船町男女共同参画基本計画」を策定
するものです。 
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２ 計画の位置づけ 

○「男女共同参画社会基本法」第 14 条第３項に基づく「市町村男女共同参画計画」として位置
づけられるものであり、本町の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計
画的に進めていくための基本計画です。 

○「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」第６条第２項に基づ
く「女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画（女性活躍推進計画）」
として位置付けるものです。 

○「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（配偶者暴力防止法）」第２条の
３第 3 項に基づく「市町村基本計画」として位置付けるものです。 

○国の「第５次男女共同参画基本計画」及び県の「第５次熊本県男女共同参画計画」との整合性
を図りながら策定・推進するものです。 

○「第 6 期御船町総合計画」（令和２年度〜令和９年度）の個別計画と位置付け、整合性を図り
ながら、他の部門別計画とも関連性を持ちながら策定するものです。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○男女共同参画社会基本法 ◎第 5 次男女共同参画基本計画 
○配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 
○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

国 

○熊本県男女共同参画推進条例 ◎第５次熊本県男女共同参画基本計画
〇熊本県配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画（第 4 次） 

 

第３期 
御船町男女共同参画基本計画 
第３期御船町ＤＶ防止計画 

第２期御船町女性活躍推進計画 

○高齢者、障がい者、児童等の福祉分野 
○人権教育、生涯学習等の教育分野 
○⺟子保健、健康増進等の保健分野 等 
〇その他、関連する計画 
 

部門別計画 

第 6 期御船町総合計画  

整 合 

御船町 

整合性を図りながら策定 

熊本県 

整 

合 
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３ 近年の男女共同参画の動向 

（１）国の動向 

①「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」の成立・改正 
平成 27 年８月に「女性活躍推進法」が成立し、女性が職業生活において、その希望に応

じて十分に能力を発揮し、活躍できる環境を整備するため、「女性に対する採用、昇進等の
機会の積極的な提供及びその活用が行われること」などを基本原則とし、国・地方公共団体、
一部企業に対し、女性の活躍に関する状況把握・課題分析とそれを解決するにふさわしい数
値目標と取組を盛り込んだ行動計画の策定等が義務付けられました。 

令和元年には、一般事業主行動計画の策定義務の対象拡大などによる女性活躍の推進、パ
ワーハラスメント防止のための事業主の雇用管理上の措置義務等の新設などハラスメント
対策の強化などが盛り込まれた「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一
部を改正する法律」が成立、公布されました。 
 

②「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」公布・施行 
平成 30 年度に、衆議院、参議院及び地方議会の選挙において、男女の候補者の数をでき

る限り均等にすることを目指すことなどを基本原則として、公布・施行され、国・地方公共
団体の責務や、政党等が所属する男女のそれぞれの候補者の数について目標を定めるなど、
自主的に取り組むよう努めることなどが定められています。 

令和３年６月には、「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律の一部を改正す
る法律」が施行され、政党その他の政治団体の取組の更なる促進や、セクハラ・マタハラ等
への対応といった国・地方公共団体の施策の強化等について新たに定められました。 
 

③「災害対応⼒を強化する女性の視点〜男女共同参画の視点からの防災・復興ガイド
ライン〜」策定 

大規模災害が相次ぐ中、内閣府は災害対応における意思決定過程への女性の参画の確保
や男女のニーズの違いへの配慮等へ対応するためにガイドラインを策定し、各都道府県・政
令指定都市に対して、本ガイドラインに基づく取組を促進するよう求めています。 
 

④「第５次男女共同参画基本計画」の閣議決定 
令和２年 12 月に「第５次男女共同参画基本計画」が閣議決定され、人口減少社会の本格

化やジェンダー平等に向けた世界的な潮流などを背景に、政策・方針決定過程への女性の参
画拡大、女性に対する暴力の根絶など 11 の個別分野を設け、これら 11 分野及び推進体制
の整備・強化について、それぞれ令和 12 年度末までの「基本認識」並びに令和７年度末ま
でを見通した「施策の基本的方向」及び「具体的な取組」を定めるとともに、「具体的な取
組」の実施により達成を目指す「成果目標」が設定されました。 
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第５次男⼥共同参画基本計画 
 

【目指すべき社会の姿】 
①男女が自らの意思に基づき、個性と能力を十分に発揮できる、公正で多様性に

富んだ活力ある持続可能な社会 
②男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きることのできる社会 
③仕事と生活の調和が図られ、男女が共に充実した職業生活、その他の社会生活、

家庭生活を送ることができる社会 
④あらゆる分野に男女共同参画・女性活躍の視点を取り込み、ＳＤＧｓで掲げら

れている包括的かつ持続可能な世界の実現と軌を一にした取組を行い、国際社
会と協調する社会  

 
【第５次計画の政策分野】 

Ⅰ あらゆる分野に 
おける女性の 
参画拡大 

〇政策・方針決定過程への女性の参画拡大 
〇雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 
〇地域における男女共同参画の推進 
〇科学技術・学術における男女共同参画の推進 

Ⅱ 安全・安心な 
暮らしの実現 

〇女性に対するあらゆる暴力の根絶 
〇男女共同参画の視点に立った貧困等生活上の困難に対する

支援と多様性を尊重する環境の整備 
〇生涯を通じた健康支援 
〇防災・復興、環境問題における男女共同参画の推進 

Ⅲ 男女共同参画 
社会の実現に 
向けた基盤の 
整備 

〇男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備 

〇教育・メディア等を通じた男女双方の意識改革、理解の促進 

〇男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献 
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（２）県の動向 

熊本県は、平成 13 年３月に、熊本県の男女共同参画社会形成に関する施策についての基
本的な計画となる「熊本県男女共同参画計画（ハーモニープランくまもと 21）」を策定し、
以後、定期的に計画の改定を行いながら男女共同参画を計画的に推進してきました。 

また、平成 13 年 12 月には「熊本県男女共同参画推進条例」を制定し、男女共同参画の
推進に関する基本理念や県の責務、施策の方針等を定めています。 

近年では、平成 28 年４月の熊本地震の際に、東日本大震災等の過去の大規模災害の経験
と教訓を踏まえ、災害時に懸念される避難所における性被害等を防止するため、発災直後に
ポスター作成・掲示を行い、復興・復旧段階においては、被災地訪問相談事業や啓発活動を
実施し、災害時における男女共同参画の視点を反映する意義や必要性の浸透を図りました。 

令和２年７月の豪雨災害時には、性被害等防止ポスターの作成・配布を通じて啓発活動を
実施し、避難所運営状況の把握を行いました。 

令和３年３月には、新たに「第５次熊本県男女共同参画計画」を策定し、「男女が互いを
尊重し支え合う、多様性に富んだ持続可能な社会の実現」を基本目標として、男女共同参画
社会の実現に向けた取組を推進しています。 

 

 

 

  

第５次熊本県男⼥共同参画計画 
【基本目標】 

男⼥が互いを尊重し⽀えあう、多様性に富んだ持続可能な社会の実現 

重点目標１ あらゆる分野における女性の参画拡大 
〇一人一人が自らの意思に基づき、職場・家庭・地域などあらゆる分野に参画し、活躍でき

るよう取組を推進 

重点目標２ 男女共同参画の視点からの安全・安心な暮らしの実現 
〇女性に対するあらゆる暴力の根絶と被害者救済等の対応の充実 
〇災害に強い社会の実現に向けた男女共同参画の視点からの防災・復興の推進 

重点目標３ 男女共同参画社会実現のための意識改革・就業環境の充実 
〇男女共同参画社会の実現の妨げとなる偏見等の解消のための意識改革 
〇男女が学び続けられる環境の整備や仕事と家庭を両立できる支援基盤整備 

重点目標４ 推進体制の整備・強化 
〇地域主導の男女共同参画社会づくりのために市町村と連携し取組を推進 
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４ 本計画とＳＤＧｓの関連性 

ＳＤＧｓとは、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）の略で、平成 27 年
に国連で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（行動計画）」の中核とされる
17 のゴールのことです。ＳＤＧｓは、2030 年までに達成を目指す全世界共通の目標とされ、貧
困の撲滅など、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指すことが理念に掲げられています。 

本町においてもＳＤＧｓの理念を踏まえながら、持続可能なまちづくりに向けて様々な取組
を進めています。 

本計画の内容については、ＳＤＧｓの 17 のゴールのうち、下記のゴールに繋がるものです。
本町におけるＳＤＧｓの達成に向けて、本計画の取組を推進します。 

 

 

【本プランに掲げる施策と関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

５．ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図る 

 
８．働きがいも経済成長も 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのあ

る人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する 

 10．人や国の不平等をなくそう 

国内および国家間の格差を是正する 

 11．住み続けられるまちづくりを 

包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する 

 
17．パートナーシップで目標を達成しよう  

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する 
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５ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和６年度から令和 10 年度までの５年間とします。なお、社会情勢の
変化等により変更が必要となる場合は、適宜見直しを行います。 

 
 
６ 計画策定体制 

（１）御船町男女共同参画社会推進会議 

御船町男女共同参画社会推進会議を開催し、御船町の男女共同参画社会の実現に向けて
協議を行い、会議における提言を十分に計画に反映しました。 

 
（２）アンケート調査の実施 

町⺠との協働の視点から、町が実施した「地域福祉に関するアンケート調査」の中で、男
女共同参画に関する町⺠の意識や現状把握を行い、施策立案の基礎資料としました。 

 
 

（３）現行計画の評価 

町が策定した「第２期御船町男女共同参画基本計画」を評価検証し、本計画の施策立案の
参考としました。 

 
 

（４）パブリックコメントの実施 

計画案を御船町ホームページ及び窓口で公表し、令和 6 年 2 月に計画内容に関する意見
募集を行いました。 
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第２章 御船町の現状 

１ 統計資料から見る現状 

（１）人口の状況 

◆総人口（年齢３区分別） 
国勢調査における最新値である令和 2 年時点の御船町の総人口は 16,303 人となってお

り、平成 12 年と比較すると 2,229 人減少していますが、令和５年 12 月末日時点の人口は
17,235 人と近年微増の傾向にあります。ただし、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）
による人口推計では、徐々に減少する予測となっています。 

高齢化率はこれまで増加を続けており、令和 7 年以降は高齢化率が４割近くなり、以後
ほぼ横ばいで推移すると見込まれます。 

 

出典：国勢調査（平成 12 年〜令和 2 年）、社人研（令和 7 年〜令和 27 年） 
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◆人口ピラミッド（男女別・5 歳階級別） 
御船町の人口を年齢階層別にみると、70 歳〜74 歳の層が最も多くなっており、65 歳〜

69 歳の層も多いことから、今後５年間において更に 70 歳以上の高齢者が増加することが
見込まれます。 

 
出典：御船町住⺠基本台帳（令和 5 年 12 月末） 
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（２） 世帯の推移 

御船町の世帯数は増加傾向ですが、１世帯当たり人員は減少傾向となっています。 
 

 
出典：住⺠基本台帳（各年 1 月 1 日） 

 
（３） 生涯未婚率 

御船町の生涯未婚率は令和 2 年には男性 23.8％、女性 15.7％と男女共に増加傾向となっ
ており、平成 17 年と比較すると女性では約２倍の増加傾向となっています。 

 

 
※生涯未婚率とは、50 歳時の未婚率であり、45〜49 歳と 50〜54 歳の未婚率の単純平均により算出 

出典：国勢調査 
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（４）合計特殊出生率 

御船町の合計特殊出生率（15〜49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの）は平成
24〜28 年平均の 1.38 より緩やかな増加傾向でしたが、平成 28 年以降大幅に増加し、平成
29〜令和３年平均では 1.52 となっています。 

国と比較すると高い水準となっていますが、県との比較ではまだ低い水準となっていま
す。 

 

 
出典：女性人口（住⺠基本台帳各年 1 月 1 日）、出生数（人口動態調査）より算出 

 
（５）女性の雇用率 

御船町の女性雇用率は令和２年には 47.1％と若干増加傾向にあります。 
国よりも高い水準ですが県とほぼ同程度となっています。 

 

 
※女性の雇用率とは、雇用者全体に占める女性の割合のこと 

出典：国勢調査 
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（６）女性の労働力率 

御船町の女性の労働力率（15 歳以上人口に占める労働力人口の割合）は、平成 17 年と比
較すると、令和 2 年では 25 歳以上の労働力率が全体的に高くなっています。 

国や県と比較しても高い水準となっています。 

 
出典：国勢調査 

 
（７）男女別の就労形態 

御船町の令和 2 年における男女別の就労形態では、男女共に正規の職員・従業員の割合（男
性：59.0％、女性：40.5％）が最も高くなっていますが、女性は男性に比べ正規職員の割合が低
く、パート・アルバイト・その他の割合が多くなっています。 

 
出典：国勢調査 
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（８）子どもがいる夫婦の共働き世帯割合 

御船町の子どもがいる夫婦の共働き世帯割合は、平成 17 年には 59.2％となっており、その後
ほぼ横ばいで推移していましたが、平成 27 年には増加し令和 2 年には 64.4％となっています。 

国や県と比較しても高い水準となっています。 
 

 
出典：国勢調査 
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２ アンケート調査結果から見る現状 

 
（１）調査の目的 

令和６年度から令和 10 年度の５か年を計画期間とする「第３期御船町地域福祉計画」及
び「第２期御船町地域福祉活動計画」「男女共同参画基本計画」を策定するにあたり、計画
策定の基礎資料とすることを目的に調査を実施しました。 

 
（２）調査の実施要領 

調査時期 令和５年 11 ⽉〜12 ⽉ 

調査対象者 町内在住の 18 歳以上の方より無作為抽出 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

配布数 1,500 件 

有効回収数・有効回答率 合計 574 件（38.3％） 
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（３）調査結果（抜粋） 

男女共同参画、女性の活躍推進について  

■あなたは、以下の言葉についてご存知ですか。次のア～クについてそれぞれ１～３の中か

ら選んでください。（〇は１つだけ） 
 

ア．男女共同参画社会基本法 
◇「聞いたことはある」が 41.3％と最も高く、次いで、「知らない」の 29.3％、「知っている」

の 22.0％となっています。 
 

イ．男女雇用機会均等法 
◇「知っている」が 39.4％と最も高く、次いで、「聞いたことはある」の 37.1％、「知らない」

の 15.5％となっています。 
 
ウ．女性活躍推進法 
◇「知らない」が 40.2％と最も高く、次いで、「聞いたことはある」の 34.8％、「知っている」

の 14.5％となっています。 
 

エ．御船町男女共同参画基本計画 
◇「知らない」が 57.0％と最も高く、次いで、「聞いたことはある」の 26.7％、「知っている」

の 5.9％となっています。 
 

オ．ジェンダー 
◇「知っている」が 44.3％と最も高く、次いで、「聞いたことはある」の 25.1％、「知らない」

の 20.0％となっています。 
 

カ．ワーク・ライフ・バランス 
◇「知らない」が 37.1％と最も高く、次いで、「聞いたことはある」の 27.4％、「知っている」

の 23.3％となっています。 
 
キ．ドメスティック・バイオレンス（DV） 
◇「知っている」が 59.9％と最も高く、次いで、「聞いたことはある」の 20.2％、「知らない」

の 10.6％となっています。 
 
ク．ポジティブ・アクション 
◇「知らない」が 47.0％と最も高く、次いで、「聞いたことはある」の 28.4％、「知っている」

の 13.4％となっています。  
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【全体】 

 

ア．男女共同参画社会基本法 
男女共同参画社会の実現について、国の政策に関する基本方針を明らかにす

るとともに、基本理念や国・地方公共団体・国民の責務、施策の基本となる

事項などを定めている法律。 

イ．男女雇用機会均等法 
雇用の分野における男女の均等な機会や待遇が確保されるとともに、女性労

働者の就業に関して妊娠中及び出産後の健康の確保などの措置を推進するこ

とを目的とした法律。 

ウ．女性活躍推進法 
女性の職業生活においておける活躍の推進について、その基本原則を定め、

並びに国、地方公共団体及び事業主の責務等について定めている法律。 

エ．御船町男女共同参画基本計画 
男女共同参画社会の実現に向け、男女共同参画行政の総合化、効率化を図る

ため、計画の目標や理念を明示し、具体的に施策の方向や内容を提示するた

めに、御船町が策定している計画。 

オ．ジェンダー 
生まれついての生物学的性別とは別に、社会通念や慣習の中で作り上げられ

た「男性像」、「女性像」といった、社会的・文化的に形成された性別のこと

カ．ワーク・ライフ・バランス 
国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果た

すとともに、家庭や地域生活などにおいても、ライフステージに応じた多様

な生き方が選択・実現できること 

キ．ドメスティック・バイオレンス 

 （ＤＶ） 

配偶者や恋人など親密な関係にある人からの暴力のこと。身体的暴力だけで

なく、相手の心を傷つける精神的暴力、性的行為を強要するといった性的暴

力、生活費を渡さない経済的暴力なども含まれる。 

ク．ポジティブ・アクション 
固定的な性別による男女の役割分担意識や過去の経緯から、男女の労働者の

間に生じている場合、このような差を解消しようと、個々の企業が行う自主

的かつ積極的な取り組み。 
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■社会のいろいろな面において男女は平等になっていると思いますか。 

 ア～カのそれぞれについて、１～６の中から一つずつ選んでください。 

（〇は１つだけ） 
 

ア．家庭生活では 
◇「どちらかといえば男性の方が優遇されている」が 35.9％と最も高く、次いで、「平等である」

の 30.1％、「男性の方が非常に優遇されている」の 10.8％となっています。 
 
イ．職場では 
◇「平等である」が 31.5％と最も高く、次いで、「どちらかといえば男性の方が優遇されている」

の 31.2％、「男性の方が非常に優遇されている」の 8.2％となっています。 
 
ウ．学校教育の場では 
◇「平等である」が 49.1％と最も高く、次いで、「どちらかといえば男性の方が優遇されている」

の 9.1％、「男性の方が非常に優遇されている」の 2.4％となっています。 
 
エ．政治・政策決定の場では 
◇「どちらかといえば男性の方が優遇されている」が 34.5％と最も高く、次いで、「男性の方が

非常に優遇されている」の 22.1％、「平等である」の 14.8％となっています。 
 
オ．法律や制度の上では 
◇「平等である」が 29.6％と最も高く、次いで、「どちらかといえば男性の方が優遇されている」

の 26.5％、「男性の方が非常に優遇されている」の 9.1％となっています。 
 
カ．社会通念・慣習・しきたり等では 
◇「どちらかといえば男性の方が優遇されている」が 39.7％と最も高く、次いで、「男性の方が

非常に優遇されている」の 20.6％、「平等である」の 13.6％となっています。 
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【全体】 

 

【男女別】 

 
  

10.8

8.2

2.4

22.1

9.1

20.6

35.9

31.2

9.1

34.5

26.5

39.7

30.1

31.5

49.1

14.8

29.6

13.6

5.9

6.4

3.8

3.3

5.7

2.8

2.6

1.4

0.5

1.2

1.4

1.2

6.1

9.1

21.1

11.8

15.2

11.3

8.5

12.2

13.9

12.2

12.5

10.8

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

ア
．
家
庭

生
活
で
は

イ
．
職
場

で
は

ウ
．

学
校

教
育

の
場

で
は

エ
．
政

治
・
政

策

決
定
の

場

で
は

オ
．
法

律

や
制
度

の

上
で
は

カ
．
社
会

通
念
・
慣

習
・
し
き

た
り
等
で

は

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている わからない

無回答

イ．

職場では

ウ．

学校教育の

場では

エ．

政治・政策決

定の場では

オ．

法律や制度

の上では

カ．

社会通念・慣習・
しきたり等では

ア．

家庭生活では

7.2

14.2

7.2

9.6

2.4

2.6

17.1

26.1

7.6

10.2

18.7

22.1

37.5

35.0

34.3

29.0

8.0

9.6

37.1

33.0

26.7

26.4

45.8

36.0

33.5

27.7

33.9

30.0

53.8

46.9

22.3

9.6

37.8

23.8

15.5

11.9

7.6

4.6

8.4

5.3

4.4

3.3

3.6

3.0

7.2

4.6

4.4

1.3

2.0

3.3

1.2

1.3

0.8

0.3

1.2

1.0

1.2

1.3

0.8

1.3

6.4

5.6

7.2

9.9

20.7

21.1

10.4

12.9

11.6

18.2

8.0

14.2

6.0

9.6

8.0

14.9

10.0

16.2

8.4

14.5

8.0

15.5

6.8

13.2

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

ア
．

家
庭

生
活
で

は
イ
．

職
場

で
は

ウ
．
学

校
教
育

の

場
で

は

エ
．

政
治
・

政
策

決
定
の

場
で
は

オ
．

法
律

や
制
度

の
上

で
は

カ
．
社

会
通
念

・

慣
習
・

し
き
た

り

等
で

は

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている わからない

無回答

イ．

職場では

ウ．

学校教育の

場では

エ．

政治・政策決

定の場では

オ．

法律や制度

の上では

カ．

社会通念・慣習・
しきたり等では

ア．

家庭生活では
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■あなたは下記の「１．」～「１３.」の考え方について、どのように思いますか。 

 （〇はそれぞれ１つだけ） 
 

１．男性は仕事をして家計を支えるべきだ 
◇「どちらかといえばそう思う」が 43.4％と最も高く、次いで、「そう思う」の 23.7％、「そう

思わない」の 16.9％となっています。 
２．デートや食事のお金は男性が負担すべきだ 
◇「そう思わない」が 33.3％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思う」の 31.7％、「ど

ちらかといえばそう思わない」の 20.6％となっています。 
３．男性は結婚して家庭をもって一人前だ 
◇「そう思わない」が 41.6％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思う」の 24.7％、「ど

ちらかといえばそう思わない」の 16.7％となっています。 
４．女性は結婚によって、経済的に安定を得る方が良い 
◇「そう思わない」が 38.5％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思う」の 23.5％、「ど

ちらかといえばそう思わない」の 22.1％となっています。 
５．共働きでも男性は家庭よりも仕事を優先するべきだ 
◇「そう思わない」が 37.3％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思わない」の 25.3％、

「どちらかといえばそう思う」の 23.9％となっています。 
６．組織のリーダーは男性の方が向いている 
◇「そう思わない」が 38.5％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思わない」の 26.0％、

「どちらかといえばそう思う」の 20.6％となっています。 
７．大きな商談や大事な交渉事は男性がやる方がいい 
◇「そう思わない」が 35.7％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思わない」の 24.6％、

「どちらかといえばそう思う」の 22.5％となっています。 
８．親戚や地域の会合で食事の準備や配膳をするのは女性の役割だ 
◇「そう思わない」が 37.6％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思う」の 27.2％、「ど

ちらかといえばそう思わない」の 23.5％となっています。 
９．実の親、義理の親に関わらず、親の介護は女性がするべきだ 
◇「そう思わない」が 52.4％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思わない」の 28.6％、

「どちらかといえばそう思う」の 10.1％となっています。 
10.家を継ぐのは男性であるべきだ 
◇「そう思わない」が 50.3％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思わない」の 25.8％、

「どちらかといえばそう思う」の 10.6％となっています。 
11.共働きで⼦どもの具合が悪くなった時、⺟親が看病するべきだ 
◇「そう思わない」が 45.8％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思わない」の 26.5％、

「どちらかといえばそう思う」の 17.1％となっています。 
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12.学級委員⻑や生徒会⻑は男⼦が、副委員⻑や副会⻑は女⼦の方が向いている 
◇「そう思わない」が 59.2％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思わない」の 23.3％、

「どちらかといえばそう思う」の 8.4％となっています。 
13.男は主に仕事をし、女は主に家庭のことをするべきだ 
◇「そう思わない」が 52.4％と最も高く、次いで、「どちらかといえばそう思わない」の 23.2％、

「どちらかといえばそう思う」の 14.3％となっています。 
 

【全体】 

 

23.7

7.3

10.1

8.0

6.3

7.7

9.6

4.2

1.2

5.7

3.7

1.6

3.3

43.4

31.7

24.7

23.5

23.9

20.6

22.5

27.2

10.1

10.6

17.1

8.4

14.3

9.6

20.6

16.7

22.1

25.3

26.0

24.6

23.5

28.6

25.8

26.5

23.3

23.2

16.9

33.3

41.6

38.5

37.3

38.5

35.7

37.6

52.4

50.3

45.8

59.2

52.4

6.4

7.1

6.8

7.8

7.3

7.3

7.7

7.5

7.7

7.5

7.0

7.5

6.8

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

全体(n=574)

１
．

男
性
は

仕
事

を
し
て

家
計
を

⽀
え

る
べ

き
だ

２
．

デ
ー
ト

や
⻝

事
の

お

⾦
は

男
性

が

負
担

す
べ
き

だ

３
．
男

性
は

結
婚
し

て
家

庭
を
も

っ
て

⼀
⼈

前
だ

４
．

⼥
性
は

結
婚

に
よ
っ

て
、

経
済
的

に
安

定
を
得

る
⽅

が
良
い

５
．

共
働
き

で
も

男
性
は

家
庭

よ
り
も

仕
事

を
優
先

す
る

べ
き
だ

６
．

組
織
の

リ
ー

ダ
ー
は

男
性

の
⽅

が

向
い

て
い
る

７
．

⼤
き

な

商
談

や
⼤

事

な
交

渉
事
は

男
性

が
や
る

⽅
が
い

い

８
．

親
戚
や

地
域

の
会
合

で
⻝
事

の
準

備
や

配
膳
を

す
る
の

は
⼥

性
の

役
割
だ

９
．

実
の

親
、

義
理
の

親
に

関
わ
ら

ず
、

親
の
介

護
は

⼥
性

が

す
る

べ
き
だ

1
0.

家
を
継

ぐ

の
は

男
性
で

あ
る

べ
き
だ

1
1.

共
働

き
で

⼦
ど

も
の
具

合
が

悪
く

な
っ

た
時
、

⺟
親

が
看
病

す
る

べ
き
だ

1
2.

学
級

委
員

⻑
や

⽣
徒

会

⻑
は

男
⼦

が
、

副
委
員

⻑
や

副
会

⻑

は
⼥

⼦
の

⽅
が

向
い

て
い

る

1
3.

男
は

主
に

仕
事

を
し
、

女
は

主
に
家

庭
の

こ
と
を

す
る

べ
き
だ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

どちらかといえばそう思う そう思う そう思わない どちらかといえばそう思わない 無回答

１．男性は仕事をして家計を

⽀えるべきだ

８．親戚や地域の会合で⻝事の

準備や配膳をするのは⼥性

の役割だ

２．デートや⻝事のお⾦は

男性が負担すべきだ

３．男性は結婚して家庭を

もって⼀⼈前だ

４．⼥性は結婚によって、経済的

に安定を得る⽅が良い

５．共働きでも男性は家庭よ

りも仕事を優先するべき

だ

６．組織のリーダーは男性の

⽅が向いている

７．⼤きな商談や⼤事な交渉

事は男性がやる⽅がいい

９．実の親、義理の親に関わ

らず、親の介護は⼥性が

するべきだ

10.家を継ぐのは男性である

べきだ

11.共働きで⼦どもの具合が悪

くなった時、⺟親が看病する

べきだ

12.学級委員⻑や⽣徒会⻑は男

⼦が、副委員⻑や副会⻑は

⼥⼦の⽅が向いている

13.男は主に仕事をし、女は

主に家庭のことをするべ

きだ
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【男女別】 

 

29.9

18.8

12.0

4.0

12.7

8.3

8.8

7.6

7.6

5.6

7.2

7.9

8.8

10.6

3.2

5.3

0.4

2.0

7.6

4.6

4.0

3.6

0.4

2.3

3.2

3.6

46.2

40.6

43.4

21.8

34.3

17.2

26.7

21.5

33.1

16.5

28.7

14.5

23.9

21.1

29.1

26.4

13.1

7.6

13.9

8.6

19.1

15.8

10.8

6.6

17.5

11.6

9.2

9.9

19.5

21.1

15.9

17.2

24.7

19.5

25.1

25.1

29.1

24.4

29.9

20.8

28.7

19.1

35.1

23.4

30.7

21.5

31.9

22.1

29.5

18.2

28.3

18.8

12.0

21.8

21.5

43.6

33.5

48.5

35.5

41.3

30.3

43.2

31.5

43.2

32.7

38.0

34.3

39.9

47.0

57.1

43.4

55.8

41.0

49.5

55.4

63.0

47.8

56.8

2.8

8.9

3.6

9.6

3.6

8.9

4.4

10.2

4.0

9.6

3.6

9.9

4.8

9.6

4.8

9.2

4.4

9.9

4.4

9.6

4.0

8.9

4.0

9.9

3.2

9.2

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

男性(n=251)

女性(n=303)

１
．

男
性
は

仕
事

を
し

て
家

計
を

⽀
え

る
べ

き
だ

２
．

デ
ー

ト
や

⻝

事
の

お
⾦

は
男
性

が
負

担
す
べ

き
だ

３
．

男
性
は

結
婚

し
て

家
庭
を

も
っ

て
⼀

⼈
前

だ

４
．

⼥
性

は
結

婚

に
よ

っ
て
、

経
済

的
に

安
定
を

得
る

⽅
が

良
い

５
．

共
働
き

で
も

男
性

は
家
庭

よ
り

も
仕

事
を
優

先
す

る
べ

き
だ

６
．

組
織
の

リ
ー

ダ
ー

は
男

性
の

⽅
が

向
い

て
い

る

７
．

⼤
き

な
商

談

や
⼤

事
な

交
渉

事

は
男

性
が

や
る

⽅
が

い
い

８
．

親
戚
や

地
域

の
会

合
で

⻝
事

の

準
備

や
配
膳

を
す

る
の

は
⼥

性
の

役

割
だ

９
．

実
の
親

、
義

理
の

親
に
関

わ
ら

ず
、

親
の
介

護
は

⼥
性

が
す

る
べ

き

だ

1
0.

家
を

継
ぐ
の

は

男
性

で
あ
る

べ
き

だ

1
1
.
共

働
き
で

⼦
ど

も
の

具
合
が

悪
く

な
っ

た
時

、
⺟

親

が
看

病
す
る

べ
き

だ

1
2
.
学

級
委

員
⻑
や

⽣
徒

会
⻑
は

男
⼦

が
、

副
委
員

⻑
や

副
会

⻑
は

⼥
⼦

の

⽅
が

向
い
て

い
る

1
3.

男
は

主
に
仕

事

を
し

、
女
は

主
に

家
庭

の
こ
と

を
す

る
べ
き

だ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

どちらかといえばそう思う そう思う そう思わない どちらかといえばそう思わない 無回答

１．男性は仕事をして家

計を⽀えるべきだ

８．親戚や地域の会合で⻝
事の準備や配膳をする

のは⼥性の役割だ

２．デートや⻝事のお⾦
は男性が負担すべき

だ

３．男性は結婚して家庭

をもって⼀⼈前だ

４．⼥性は結婚によって、経

済的に安定を得る⽅が

良い

５．共働きでも男性は家

庭よりも仕事を優先

するべきだ

６．組織のリーダーは男

性の⽅が向いている

７．⼤きな商談や⼤事な

交渉事は男性がやる

⽅がいい

９．実の親、義理の親に

関わらず、親の介護

は⼥性がするべきだ

10.家を継ぐのは男性で

あるべきだ

11.共働きで⼦どもの具合

が悪くなった時、⺟親

が看病するべきだ

12.学級委員⻑や⽣徒会

⻑は男⼦が、副委員長

や副会⻑は⼥⼦の⽅
が向いている

13.男は主に仕事をし、

女は主に家庭のこと

をするべきだ
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【年代別】 

⻘⾊・・・分類ごとの最小   赤⾊・・・分類ごとの最大               単位：％ 

項目 分類 

18～ 

29 歳

(n=31)

30～ 

39 歳

(n=54)

40～ 

49 歳

(n=68)

50～ 

59 歳

(n=72)

60～ 

64 歳

(n=53) 

65～ 

74 歳

(n=130)

75 歳 

以上

(n=154)

1．男性は仕事をして家計を支
えるべきだ 

そう思う 51.6 55.6 55.9 70.8 69.8 74.6 71.4 

そう思わない 48.4 42.6 44.1 25.0 28.3 20.8 13.6 

2．デートや食事のお金は男性
が負担すべきだ 

そう思う 32.3 25.9 41.2 33.3 39.6 43.1 44.2 

そう思わない 67.7 72.2 57.4 62.5 56.6 51.5 40.3 

3．男性は結婚して家庭をもっ
て一人前だ 

そう思う 25.8 7.4 26.5 25.0 39.6 38.5 50.6 

そう思わない 74.2 90.7 73.5 72.2 56.6 56.2 33.8 

4．女性は結婚によって、経済的
に安定を得る方が良い 

そう思う 25.8 22.2 22.1 22.2 28.3 38.5 40.9 

そう思わない 74.2 75.9 77.9 73.6 66.0 56.2 40.9 

5．共働きでも男性は家庭より
も仕事を優先するべきだ 

そう思う 12.9 5.6 26.5 29.2 32.1 33.1 40.9 

そう思わない 87.1 92.6 73.5 65.3 64.2 60.8 43.5 

6．組織のリーダーは男性の方
が向いている 

そう思う 19.4 18.5 16.2 27.8 28.3 26.9 40.9 

そう思わない 80.6 79.6 82.4 68.1 67.9 67.7 42.9 

7．大きな商談や大事な交渉事
は男性がやる方がいい 

そう思う 25.8 18.5 17.6 25.0 26.4 33.8 48.7 

そう思わない 74.2 79.6 82.4 70.8 69.8 60.8 33.1 

8．親戚や地域の会合で食事の
準備や配膳をするのは女性
の役割だ 

そう思う 19.4 20.4 17.6 25.0 30.2 33.8 46.8 

そう思わない 80.6 75.9 82.4 72.2 66.0 60.8 35.7 

9．実の親、義理の親に関わら
ず、親の介護は女性がする
べきだ 

そう思う 3.2 9.3 7.4 6.9 7.5 11.5 18.8 

そう思わない 96.8 85.2 92.6 90.3 86.8 83.1 64.3 

10.家を継ぐのは男性であるべ
きだ 

そう思う 19.4 7.4 13.2 16.7 13.2 15.4 23.4 

そう思わない 80.6 88.9 86.8 80.6 83.0 79.2 59.1 

11.共働きで子どもの具合が悪
くなった時、⺟親が看病す
るべきだ 

そう思う 16.1 18.5 14.7 16.7 18.9 18.5 29.9 

そう思わない 83.9 77.8 85.3 80.6 77.4 76.2 54.5 

12.学級委員⻑や生徒会⻑は男
子が、副委員⻑や副会⻑は
女子の方が向いている 

そう思う 12.9 3.7 2.9 1.4 7.5 8.5 21.4 

そう思わない 87.1 92.6 97.1 94.4 88.7 86.2 61.7 

13.男は主に仕事をし、女は主
に家庭のことをするべきだ 

そう思う 16.1 5.6 7.4 11.1 11.3 18.5 31.8 

そう思わない 83.9 90.7 91.2 86.1 86.8 76.2 53.2 
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■一般的に、女性が職業を持つことについて、あなたはどのようにお考えですか。（〇は１ 

 つだけ） 
 

◇「子どもができても、ずっと職業を持ち続けるほうがよい」が 51.9％と最も高く、次いで、
「子どもができたら職業をいったんやめ、成⻑したら再び職業を持つほうがよい」の 23.2％、
「わからない」の 7.1％となっています。 

 
【全体・男女別・年代別】 

 

51.9 

52.6 

52.5 

64.5 

64.8 

72.1 

58.3 

58.5 

48.5 

35.1 

23.2 

25.5 

21.5 

16.1 

11.1 

13.2 

23.6 

24.5 

22.3 

33.8 

3.0

4.0

2.3

3.7

1.9

6.2

3.9

1.6

2.0

1.3

1.9

2.3

3.2

0.2

0.3

0.6

4.0

3.6

4.0

9.7

14.8

5.9

5.6

5.7

7.1 

6.4 

6.9 

9.7 

3.7 

7.4 

6.9 

3.8 

10.8 

5.2 

9.1

6.0

11.2

1.9

1.5

5.6

3.8

10.0

18.2

全体(n=574)

男性(n=251)

女性(n=303)

18～29歳(n=31)

30～39歳(n=54)

40～49歳(n=68)

50～59歳(n=72)

60～64歳(n=53)

65～74歳(n=130)

75歳以上(n=154)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもができても、ずっと職業を持ち続けるほうがよい

子どもができたら職業をいったんやめ、成長したら再び職業を持つほうがよい

わからない

その他

子どもができるまでは、職業を持つほうがよい

結婚するまでは職業を持つほうがよい

女性は職業を持たないほうがよい

無回答
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■あなたは、女性が自治体の首長（知事や市町村長）や議会議員、企業の管理職や農協の役

員などになって、政策の企画立案や方針決定に女性の意見がもっと反映されるようになれ

ばよいと思いますか。（〇は１つだけ） 
 

◇「どちらかといえばそう思う」が 34.8％と最も高く、次いで、「そう思う」の 34.3％、「わか
らない 」の 15.2％となっています。 

 
【全体・男女別・年代別】 

 

  

34.3 

33.9 

34.3 

38.7 

53.7 

47.1 

34.7 

32.1 

26.9 

27.9 

34.8 

37.1 

34.0 

32.3 

18.5 

33.8 

34.7 

43.4 

41.5 

33.8 

4.7

6.0

4.0

1.9

1.5

4.2

1.9

6.9

7.8

1.7

1.6

2.0

1.9

2.9

2.8

1.9

1.5

1.3

15.2 

13.9 

16.2 

29.0 

16.7 

13.2 

20.8 

13.2 

15.4 

11.0 

9.2

7.6

9.6

7.4

1.5

2.8

7.5

7.7

18.2

全体(n=574)

男性(n=251)

女性(n=303)

18～29歳(n=31)

30～39歳(n=54)

40～49歳(n=68)

50～59歳(n=72)

60～64歳(n=53)

65～74歳(n=130)

75歳以上(n=154)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

どちらかといえばそう思う そう思う わからない

どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答
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■あなたは、男性が家事・育児を行うことについて、どのようなイメージをお持ちですか。

（〇はいくつでも） 
 

◇「男性も家事・育児を行うことは、当然である」が 63.9％と最も高く、次いで、「子どもにい
い影響を与える」の 57.0％、「男性自身も充実感が得られる」の 32.6％となっています。 

 
【全体・男女別】 

 
 

  

63.9 

29.6 

32.6 

57.0 

19.5 

9.9 

4.5 

1.7 

0.9 

0.7 

4.4 

7.5 

62.2 

27.1 

33.9 

54.6 

22.3 

13.5 

5.6 

1.6 

1.6 

0.8 

5.6 

6.8 

65.3 

30.7 

32.0 

59.7 

16.8 

7.3 

3.6 

1.7 

0.0 

0.3 

3.6 

7.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

男性も家事・育児を行うことは、当然である

家事・育児を行う男性は、時間の使い方が効率的で、仕事

もできる

男性自身も充実感が得られる

子どもにいい影響を与える

仕事と両立させることは、現実として難しい

家事・育児は女性の方が向いている

妻が家事・育児をしていないと誤解される

周囲から冷たい目で見られる

男性は、家事・育児を行うべきではない

その他

特にない

無回答

全体(n=574)

男性(n=251)

女性(n=303)
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■今後、男性が女性とともに家事・子育て・介護・地域活動に積極的に参加していくために

は、どのようなことが必要だと思いますか。（〇はいくつでも） 
 

◇「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること」が 57.8％と最も高く、次いで、
「男性が家事・育児などに参加することに対する、男性自身の抵抗感をなくすこと」の 54.7％、
「男性による家事・育児などについて、職場における上司や周囲の理解を進めること」の
42.7％となっています。 

 
【全体・男女別】 

 

 

  

54.7 

17.4 

57.8 

32.9 

35.0 

42.7 

32.1 

16.9 

12.9 

1.2 

4.5 

8.7 

47.8 

13.5 

61.0 

32.3 

37.5 

42.6 

34.3 

17.1 

12.4 

0.4 

5.2 

6.8 

61.7 

21.1 

55.4 

34.0 

34.0 

43.2 

31.0 

16.5 

12.9 

1.3 

3.6 

9.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

男性が家事・育児などに参加することに対する、男性自身

の抵抗感をなくすこと

男性が家事・育児などに参加することに対する、女性の抵

抗感をなくすこと

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること

年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等についての当事

者の考え方を尊重すること

社会の中で、男性による家事・育児などについても、その

評価を高めること

男性による家事・育児などについて、職場における上司や

周囲の理解を進めること

労働時間短縮や休暇制度、テレワークなどのＩＣＴを利用

した多様な働き方を普及することで、仕事以外の時間をよ

り多く持てるようにすること

男性の家事・育児などについて、啓発や情報提供、相談窓

口の設置、技能の研修を行うこと

男性が家事・育児などを行うための、仲間（ネットワー

ク）作りをすすめること

その他

特に必要なことはない

無回答

全体(n=574)

男性(n=251)

女性(n=303)
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■あなたは、セクシュアル・ハラスメント(性的いやがらせ)や配偶者等からの暴力を防止す

るためにはどのようなことが必要だと思いますか。     （〇はいくつでも） 
 

◇「加害者への罰則を強化する」が 47.6％と最も高く、次いで、「あらゆる差別や暴力を許さな
いよう、人権を尊重する教育を学校・地域・職場・家庭で充実する」の 43.9％、「被害者のた
めの相談所や保護施設を整備する」の 40.8％となっています。 

 
【全体・男女別】 

 

 

  

47.6 

26.8 

38.3 

40.8 

43.9 

18.8 

19.2 

1.4 

6.6 

10.3 

48.2 

25.9 

39.0 

40.2 

45.8 

21.1 

17.5 

2.0 

6.8 

9.2 

46.9 

27.4 

37.3 

40.6 

42.9 

16.8 

21.1 

1.0 

6.3 

10.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

加害者への罰則を強化する

加害者の更正を促すカウンセリングなどの加害者対策を強

化する

暴力を許さない社会づくりに向けた意識啓発を充実する

被害者のための相談所や保護施設を整備する

あらゆる差別や暴力を許さないよう、人権を尊重する教育

を学校・地域・職場・家庭で充実する

テレビ・新聞・雑誌などのメディアが、性・暴力表現につ

いて倫理規定を強化する

過激な内容の雑誌、ビデオ・ＤＶＤ、ゲームソフト等の販

売や貸し出しを制限する

その他

特にない

無回答

全体(n=574)

男性(n=251)

女性(n=303)
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■男女共同参画社会の実現のために、御船町はどのようなことに力を入れていくべきだと思

いますか。（〇はいくつでも） 
 

◇「仕事と家庭・地域生活を両立できるための支援」が 49.5％と最も高く、次いで、「学校、地
域社会、家庭における男女平等や男女共同参画を推進する教育、学習の充実」の 43.2％、「家
庭生活・地域生活において男女が対等に協力しあうような意識づくり」の 39.2％となってい
ます。 

 
【全体・男女別】 

 

 
 
 
  

43.2 

49.5 

39.2 

31.9 

24.2 

23.5 

16.9 

18.6 

1.4 

10.6 

9.4 

45.8 

53.8 

40.6 

32.7 

29.1 

31.5 

19.1 

22.3 

1.6 

8.8 

7.2 

40.6 

47.2 

38.6 

31.4 

20.8 

17.2 

14.9 

15.5 

1.0 

11.9 

10.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

学校、地域社会、家庭における男女平等や男女共同参画

を推進する教育、学習の充実

仕事と家庭・地域生活を両立できるための支援

家庭生活・地域生活において男女が対等に協力しあうよ

うな意識づくり

均等な雇用機会の確保、各種ハラスメントの防止といっ

た、働く場における男女共同参画の推進

性別による固定的な役割分担意識を是正するための啓

発・広報

政策、方針決定の場への女性の参画の拡大

女性に対するあらゆる暴力の根絶に対する取組み

男女共同参画社会づくりを目指す団体などとの協働の推

進

その他

わからない

無回答

全体(n=574)

男性(n=251)

女性(n=303)
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■アンケート結果からみる現状と課題 

 
○御船町男女共同参画基本計画の認知度が低くなっています。町が積極的・計画的に男女共同参

画に取り組んでいることを継続的に周知・啓発し、住⺠意識・気運を高めていく必要がありま
す。 

 
○家庭生活、職場、政治・政策の決定の場、社会通念・しきたりにおいて、「男性が優遇されてい

る」と思っている割合が高くなっています。一方で、「男性も家事育児を行うことは当然である」
と回答した人は全体の 6 割以上を占めています。個人の意識と実際の状況とに乖離が見られる
状況です。家庭、職場、政策決定の場、それぞれの場面に特化したアプローチを具体的に考え、
実行していくことが、状況を確実に変化させていくためには必要です。 

 
○家庭生活、職場、政治・政策の決定の場等の場面において、「平等である」と答えた人の男女別

の割合をみると、すべての項目で、男性の方が女性より「平等である」と答えた人の割合が高く
なっており、考え方のギャップが見られます。平等の感覚を男女が共に共有し合える環境づく
りが必要です。 

 
○学校・教育の場では「平等である」と答えた人が最も多くなっていますが、御船町の男女共同参

画の実現のために力を入れるべきこととして、「学校や地域社会、家庭における教育・学習」と
答えた人が多いことから、子どもを取り巻く社会における教育や啓発についても引き続き取り
組んでいく必要があります。 

 
○無意識の思い込みに関するアンケートでは、「男性は仕事をして家計を支えるべき」「デートや

食事のお金は男性が負担するべき」と答えた人の割合が多くなっています。しかし、別の項目で
は「職場での男女平等が進んでいない」と答えた人が多いことや、「企画立案や方針決定に女性
の意見が反映されるようになればよいと思う」と回答した人が全体の 7 割近くを占めているこ
とから、職場（給与や昇進等、方針決定の場への登用等）における男性優遇の現状を踏まえた回
答であるという見方もできます。就労環境における男女平等を推進していくことで意識の変化
が期待されます。 

 
○セクハラやＤＶへの対応として、「罰則の強化」「人権教育の充実」「相談できる環境の充実」を

求める声が多くあります。人権意識を高める啓発・教育活動や、声をあげることのできる相談窓
口の周知・充実が求められています。 

 
○女性の雇用率や共働き世帯の割合は全国と比較して高い状況です。御船町が力を入れるべき男

女共同参画社会の実現のための施策でも「仕事と家庭・地域生活を両立できるための支援」と答
えた人が最も多くなっています。 
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３ 第２期計画の評価 

（１）評価の方法 

第２期計画に定める４つの基本目標と各施策について、所管課による評価を行いました。 
 

■評価基準 
個別の取り組み・事業について５段階評価（Ａ〜Ｅ） 

 評 価 
Ａ 当初のイメージどおりかそれ以上に推進ができ、達成率に直すと100％以上 
Ｂ 当初のイメージどおりにほぼ推進ができ、達成率に直すと80〜100％未満 
Ｃ 大まかな推進はできたが一部未対応があり、達成率に直すと50〜80％未満 
Ｄ 一部推進は出来たが、未対応部分の方が多く、達成率に直すと20〜50％未満 
Ｅ 対応または、ほぼ推進ができておらず、達成率に直すと20％未満 

 
（２）評価の総括 

基本目標 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 
１ 男女がともに育む男女共同参画の意識づくり 0％ 50％ 17％ 25％ 8％ 
２ 男女がいきいきと暮らせる社会づくり 4％ 52％ 26％ 4％ 15％ 
３ 家庭・地域・仕事の調和がとれた環境づくり 15％ 50％ 25％ 5％ 5％ 
４ 男女がともに活躍できる社会づくり 0％ 8％ 54％ 23％ 15％ 

 

全体（項目数） 
（構成比） 

4 
5％ 

34 
45％ 

21 
28％ 

8 
11％ 

8 
11％ 

 
（３）評価からみる現状と課題 

◇全体では B 評価が最も多いものの、D や E 評価も 1 割強あり、本計画策定後の周知・徹
底が課題です。 

 

◇計画期間がコロナ禍にあったため、研修や交流の場づくり等、人が集まる機会づくりに未
対応が目立ちました。 

 

◇「基本目標４」が C 評価以下の割合が多くなっており、政策決定や企画立案にかかわる
審議会等への女性参画を特に推進する必要があります。また、女性の登用に加えて構成員
の男女比にも配慮する必要があります。 
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第３章 計画の体系 

１ 基本理念 

男女共同参画社会とは、「男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかか
わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる社会」です。 

前期計画では「一人ひとりを認め合い、心かよわすまちづくり」の基本理念のもと、男女が均
等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担う「男
女共同参画社会」の実現を目指して施策を推進してきました。 

本計画においては、近年の社会情勢の変化を踏まえつつ、全ての町⺠がお互いの能力や個性を
認め合い、相乗効果的に共に力を発揮できる社会を目指して、前期計画の基本理念を引き継ぐこ
ととし、「一人ひとりを認め合い、心かよわすまちづくり」を基本理念とします。 

 

 
 
 
２ 基本目標 

本計画の推進に当たっては、基本理念に基づき、次に掲げる４つの基本目標を設定し、目標の
達成に向けた施策の推進に努めます。 

 

【基本目標１】男女共同参画社会の実現に向けた意識づくり 

 

【基本目標２】誰もが安心・安全に暮らせる社会づくり 

 

【基本目標３】家庭・地域・仕事の調和がとれた環境づくり 

 

【基本目標４】女性の参画を推進する社会づくり 

 

  

【基本理念】 

一人ひとりを認め合い、心かよわすまちづくり 
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３ 施策の体系 

 

  

① 男女共同参画に関する意識の啓発

② 教育の場における意識啓発・学習機会の推進

③ 学校・保育所等における男女共同参画の推進

① 生涯にわたる健康づくり

② 女性に対するあらゆる暴力の根絶（御船町Ｄ Ｖ 防止基本計画）

③ 子どもに対する人権の尊重

④ 高齢者・障がい者に対する支援の充実

⑤ 災害時における男女共同参画の推進

① ワーク・ライフ・バランスの推進

② 男女がともに働きやすい環境づくり

③ 地域活動における推進

④ 介護に関する支援の充実

⑤ 子育て支援の充実と相談体制の整備

① 政策・方針決定への女性の参画推進

② 男女の平等な雇用機会と待遇の確保

③ 農林業分野における男女共同参画の推進

④ 推進体制の整備・確立

基本理念

一人ひとりを認め合い、心かよわすまちづくり

具体的な取組内容

【基本目標１】

男女共同参画社会の
実現に向けた意識づくり

【基本目標２】

誰もが安全・安心に
暮らせる社会づくり

【基本目標３】

家庭・地域・仕事の
調和がとれた環境づくり

【基本目標４】

女性の参画を推進する
社会づくり

基本目標
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第４章 施策の内容 

【基本目標１】男女共同参画社会の実現に向けた意識づくり 

男女共同参画社会の実現には、「男女があらゆる分野で性別にかかわらず個性と能力を十
分に発揮できる社会づくりが重要である」という意識を育てていくことが必要です。 

固定的な性別役割分担意識や性差による偏見・固定観念が解消されるよう、さまざまな機
会において、男女共同参画に関する正しい知識の普及と意識啓発を推進します。 

また、学校教育は、子どもが社会性を培う中で重要な役割を担っています。教育に携わる
職員等の言葉や態度は、子どもたちに大きな影響を与えるものであるため、教職員等への意
識啓発に取り組みます。 

 
① 男女共同参画に関する意識の啓発 

No. 事業内容 担当課 

１ 
固定的性別役割分担意識(男は仕事、女は家庭等)の見直しといった

男女共同参画に関する意識の啓発を推進するため、あらゆる媒体を活
用した広報啓発の推進を図ります。 

福祉課 

２ 
あらゆる年代に向けた効果的な啓発方法を検討するとともに、熊本

県や他市町村で開催される講演会やイベントのチラシ等、庁舎ロビー
等町⺠の目につきやすい場所に掲示します。 

福祉課 

３ 
町のホームページや広報紙等を活用し、「男女共同参画週間」(毎年

６月２３日〜２９日)の周知を図り、男女共同参画社会促進を広くＰ
Ｒします。 

福祉課 

4 男女共同参画の視点に立ち、労働問題、育児書、介護等の書籍を図
書館に置き、図書館を利用する方々に情報提供を行います。 

福祉課 
社会教育課 

5 職員に対して、御船町人材育成基本方針内に定める「御船町職員研
修基本方針」に基づき、人権や男女共同参画に関する研修を行います。 

総務課 

6 
公⺠館活動やその他の機会をとらえて、各地区の住⺠を集めて、ビ

デオ上映や講演等を行い、身の回りに起こりうる人権に関する事例を
住⺠にわかりやすく啓発します。 

福祉課 
社会教育課 

7 人権意識の啓発推進のため、チラシを作成・配布するとともに、上
益城人権研究集会が開催される際に町⺠に参加を呼びかけます。 

社会教育課 
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② 教育の場における意識啓発・学習機会の推進 

No. 事業内容 担当課 

１ 

児童・生徒に対し、意識啓発としてビデオ上映等を行うとともに、
日常の教育活動全体を通して児童の意識を把握することに努めるな
ど、次世代を担う子どもたちの男女共同参画に関する意識の形成を推
進します。 

学校教育課 

２ ＡＬＴ(外国語指導助手)交流を通して文化や習慣の違いを学び、理
解を深めることで、広い視野を持つ人材の育成を図ります。 

学校教育課 

３ 
学年の発達段階に応じて、児童・生徒が性別にとらわれず、一人ひ

とりの個性や適正に沿った進路を選択・決定できる能力や将来の職業
観を身に付けるための教育を推進します。 

学校教育課 

4 
性や男女の違いについて正しい認識を持てるよう、児童・生徒の発

達段階を考慮して、児童・生徒の心身の発達に応じた性教育を推進し
ます。 

学校教育課 

 
③ 学校・保育所等における男女共同参画の推進 

No. 事業内容 担当課 

１ 保育所等において、性別や個性を尊重し、それぞれの発達過程に合
わせ、男女共同参画の視点に応じた保育を推進します。 

こども未来課 

２ 学校生活全般において、性別役割分担意識の解消を目指し、男女共
同参画の意識を育む教育に努めます。 

学校教育課 

３ 保育士・教職員等に対し、男女共同参画について理解し、指導でき
るように研修会等への参加を推進します。 

こども未来課 
学校教育課 

４ 

保護者会や学校・保育所等行事、ＰＴＡ活動などについて、⺟親だ
けでなく⽗親や祖⽗⺟を含め家族全員の参加・参画が増え、子どもの
養育者との認識が高まるように、教育の場への積極的な参加を呼び掛
けるとともに、参加しやすい行事計画の検討に努めます。 

こども未来課 
学校教育課 

5 
各学校で子どもへの読み聞かせ等を行い、本を通じて分かりやすく

人権等の大切なことを伝えるとともに、地域ボランティア人材を広く
募集するなど図書館関係事業の充実を図ります。 

学校教育課 
社会教育課 

6 

子どもの権利、生命、安全が脅かされないために、「要保護児童対
策協議会」や「子ども家庭センター」が軸となって関係機関が連携し、
地域の福祉、保健、教育などのさまざまな社会的サービスを活用した
一体的な支援を行います。 

こども未来課 
健康づくり保険課 

学校教育課 
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【基本目標２】誰もが安全・安心に暮らせる社会づくり 

人は、誰もが尊重され、自由であり、平等であり、差別されてはならない存在であるにも
かかわらず、女性や子ども、高齢者等に対する暴力や虐待、学校におけるいじめ、障がいの
ある人、外国人等に対する偏見や差別など、様々な人権侵害が存在しています。また、配偶
者等からの暴力（DV）や性犯罪、ストーカー行為などの主に女性に対するあらゆる暴力は、
個人の尊厳を著しく侵害するものであり、男女の平等や個人を尊重する男女共同参画社会
の形成を大きく阻害する要因にもなる重大な人権侵害です。本町では、「暴力を許さない社
会の実現」をめざし、男女共同参画社会の実現に向けた様々な取組とともに、配偶者等から
の暴力の防止及び被害者への支援を、関係機関と連携しながら総合的に推進します。 

また、男女が互いの人権を尊重しながら思いやりを持って生活していくためには、身体の
特性を十分に理解し合い、生涯を通じて心身ともに健康であることが重要です。特に女性は、
妊娠・出産などのほか、女性特有の疾患等を経験する可能性があるなど、生涯を通じて男女
が異なる身体の変化や病気の問題に直面することに留意する必要があります。このことか
ら、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性と生殖に関する健康と権利）の視点を持ち、
誰もが生涯を通じて健康で充実した生活を送れるよう、ライフステージに応じた健康づく
りの推進に取り組みます。 

 
① 生涯にわたる健康づくり 

No. 事業内容 担当課 

１ 

男女がともにいきいきと生活を送れるよう、生活習慣病予防や女性
特有のがん検診について対象年齢へ積極的な受診の勧奨を行い、自ら
の健康保持・増進のための健康診査や、必要な場合には保健指導を行
います。また、健康診査の受診率向上にも努めます。 

健康づくり保険課 

2 

御船町健康増進計画や、熊本県の第３次食育推進計画に添って、食
の大切さを伝えるために幼児とその保護者、また生活習慣病予防のた
め食について学ぶ機会を提供するなど、ライフサイクルに応じた食育
の推進を図ります。 

健康づくり保険課 

3 男性料理教室を開催し、自らの食生活を振り返るとともに、講話や
情報提供を積極的に行うなど食の自立を支援します。 

健康づくり保険課 

4 
こころの健康に関する情報の提供や相談を実施するとともに、うつ

や自殺予防対策を推進します。また、関係機関等との連携を図り、ス
トレスと健康についての普及啓発活動を推進します。 

健康づくり保険課 
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② 女性に対するあらゆる暴力の根絶（御船町ＤＶ防止基本計画） 

No. 事業内容 担当課 

１ 

職場におけるセクハラ(性的嫌がらせ)・パワハラ(権力を使った嫌が
らせ)の防止のため、広報啓発や研修等を行い、モラルの向上に努め
ます。また、各種相談窓口の取扱い内容の整理を行うとともに、更な
る周知を図ります。 

福祉課 

２ ＤＶ、性犯罪、ストーカー行為等の男女間における人権を侵害する
行為の根絶に向けて啓発を行います。 

福祉課 

３ 
ＤＶ相談窓口の周知を図り、相談に対し適切に対応します。また、

関係機関と連携し、早期発見・早期対応を図るとともに、被害を受け
た方の安全確保・自立支援に取り組みます。 

福祉課 

4 ＤＶ相談対応の充実と相談対応者の資質向上を図るため、各種研修
会への積極的な参加等を促進します。 

福祉課 

5 不当な理由による住⺠基本台帳及び⼾籍附票の写しの閲覧・交付等
を防止し、被害者の個人情報を保護します。 

町⺠税務課 

 
③ 子どもに対する人権の尊重 

No. 事業内容 担当課 

１ 児童・生徒が安心して学校生活を送れるよう、教職員や関係機関と
の連携を密にして、いじめや非行等の撲滅を推進します。 

学校教育課 

２ 御船町⻘少年健全育成協議会を通じ、子どもたちを取り巻く環境を
整えるとともに、防犯パトロールを引き続き実施します。 

社会教育課 

 
  



 

37 

④ 高齢者・障がい者に対する支援の充実 

No. 事業内容 担当課 

１ 高齢者のひとり暮らしの社会的孤立を無くすため、老人クラブや敬
老会などの地域社会との交流事業を奨励します。 

福祉課 

２ 
高齢者や障がい者が安心して暮らせるよう、災害が発生したときに

迅速に対応できるシステムを構築し、要支援者の把握と避難体制の強
化に努めます。 

危機管理防災課 
福祉課 

3 
障がい者(児)が地域において自立した日常生活や社会生活を営む

ため、障がい福祉サービスなどの適切な利用ができるよう相談支援体
制の強化に努めます。 

福祉課 

 
⑤ 災害時における男女共同参画の推進 

No. 事業内容 担当課 

1 町の防災会議や消防団組織等への女性の参加を推進し、地域防災の
担い手としての女性の参画を進めます。 

危機管理防災課 

2 
災害時の避難所や物資の備蓄に関して、プライバシーに対する配慮

や性的いやがらせの防止など、男女共同参画の視点を取り入れた環境
整備を行います。 

危機管理防災課 
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【基本目標３】家庭・地域・仕事の調和がとれた環境づくり 

「男女雇用機会均等法」や「育児・介護休業法」など各種法制度は整備されつつあります
が、雇用や就労環境における男女格差など働く場における課題はいまだ残されています。 

また、個人のライフスタイルやニーズに応じた多様な生き方が選択・実現できるワーク・
ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を実現することは、生活にうるおいや豊かさをもた
らすものです。 

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、人生の各段階に応じて多様な働き方が選択・
実現できるよう、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた啓発を行い、男女共に働きやす
い環境の醸成に取り組みます。 

 
① ワーク・ライフ・バランスの推進 

No. 事業内容 担当課 

１ 

男性が従来の職場中心のライフスタイルから、仕事、家庭生活、地
域生活などのバランスがとれたライフスタイルへの転換が図れるよ
う、他の情報周知や啓発等と併せて、効果的な方法で町内企業への広
報啓発を推進します。 

福祉課 
商工観光課 

２ 

庁内において、毎週水曜日の定時退庁を推進し、家庭生活の充実に
よるリフレッシュを図るとともに、地域活動への参画を促します。 

また、ワーク・ライフ・バランスに関する職員への周知啓発や行事
時期の見直し等により、休暇を取得しやすい環境づくりを推進しま
す。 

総務課 

 
② 男女がともに働きやすい環境づくり 

No. 事業内容 担当課 

１ 庁内において、職員の育児休業や介護・看護休暇等の普及・取得促
進に努めます。 

総務課 

２ 

町内企業に対し、資料の配布やポスター等の掲示を促し、職場にお
ける性別による役割分担の見直し、女性の結婚・出産などにおける不
利益な雇用慣行の根絶について、啓発を行います。また、研修会やセ
ミナー等、開催の周知を図ります。 

福祉課 
商工観光課 
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③ 地域活動における推進 

No. 事業内容 担当課 

１ 
地域社会活性化のため、地域活動への積極的な参加に関する周知・

啓発を推進するとともに、行事の日時や内容について性別や年齢に関
係なく参加できるような配慮を行うよう周知します。 

まちづくり課 

２ 
地域社会における固定的役割分担意識の払拭に向けた周知・啓発を

推進し、区⻑や自治会の役職等、まちづくり活動の中核を担う女性リ
ーダーの創出を促進します。 

まちづくり課 
福祉課 

３ 
住⺠主体によるフネッピースポーツクラブを活用し、子どもたちを

はじめ、男女問わず、幅広い年代の人たちが自分の好きなスポーツを
楽しめるよう積極的に支援します。 

社会教育課 

 
④ 介護に関する支援の充実 

No. 事業内容 担当課 

１ 
認知症があっても住み慣れた地域で安心して⻑く過ごすことがで

きるよう、地域における様々なネットワークの強化を図るとともに、
家族の負担軽減を目指します。 

福祉課 

２ 
「御船町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、介護

予防事業や給付適正化事業等、充実した介護サービス実現のための施
策を実施します。 

福祉課 

３ 
介護保険に関する情報提供を迅速にホームページ等で行うととも

に、サービス利用予定者へ介護サービス利用の流れを掲載したパンフ
レット等を配布するなど、適正なサービスの利用につなげます。 

福祉課 
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⑤ 子育て支援の充実と相談体制の整備 

No. 事業内容 担当課 

１ 
楽しく子育てができるように、地域の身近な支援者として、⺟子保

健推進員活動の充実を図ります。また、推進員の人材発掘及び育成を
推進します。 

健康づくり保険課 

２ 
児童福祉と⺟子保健の連携を深めるとともに、子育て支援に関する

情報の提供や相談の窓口の周知、訪問等の支援の充実を図ります。ま
た、子育てについて学ぶ機会の提供を行います。 

こども未来課 
健康づくり保険課 

３ 
子どもの疾病の早期治療を促進し、健康の保持及び健全な子育て支

援を図るため、今後も 18 歳までの医療費の無償化を継続して実施し
ます。 

こども未来課 

４ 

国が進めるこどもまんなか社会の実現に向けて、「御船町子ども・
子育て支援事業計画」を始めとした子ども及びその保護者に向けた計
画等に基づいて、子育て世代にとって十分な子育て支援サービスが受
けられるように努めます。 

こども未来課 

５ 

子どもを預けたい方と預かりたい方の相互援助活動である子育て
サポートセンター事業において、小学 3 年生までを対象に、保護者の
病気や冠婚葬祭、緊急時の保育園の送迎等、各地域のサポーターが支
援します。また、利用方法等の更なる周知に努めるとともに、利用額
の補助を行います。 

こども未来課 

６ 
保護者の安心した就労の実現に向けて、女性の出産後等の職場復帰

や就労継続、再就職を容易にすることができるよう、延⻑保育や定員
の弾力化など保育環境の充実を図ります。 

こども未来課 

７ 
学童保育事業を充実し、保護者の就労により放課後などの保育が必

要な児童への安全で健やかな居場所の確保や、見守り支援を推進しま
す。 

こども未来課 

８ 

保護者が就労している世帯において、子どもが病気の際に利用でき
る病児・病後児保育事業を実施するとともに、事業内容の充実を適宜
検討します。また、利用額の補助を行うなど保護者の負担軽減に努め
ます。 

こども未来課 

９ 

訪問型子育て支援事業として、乳幼児を持つ引きこもりがちな家庭
へ訪問し、支援の必要な保護者の相談支援を行うことで保護者の育児
負担軽減を図ります。保護者の心の安定や自信を取り戻し、地域へ踏
み出す第一歩のきっかけとなるよう支援します。 

こども未来課 

10 
ひとり親家庭の生活の安定と健康保持、福祉の向上を図るため、一

定条件を満たしているひとり親家庭(子どもとその保護者)に対し、医
療費の一部を助成します。 

こども未来課 
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【基本目標４】女性の参画を推進する社会づくり 

男女共同参画社会の実現のためには、男女が社会のあらゆる分野に対等に参画する機会
が確保され、ともに責任を担うことが必要です。 

近年、女性の社会進出は様々な分野に広がりつつありますが、いまだ男性中心の社会であ
り、行政組織や各種団体等における政策・方針決定の場には女性があまり参画できていない
のが現状です。 

政策・方針決定過程への女性の積極的な参画を推進するため、その意義を全庁的に共有し、
審議会等への女性の登用を促進するとともに、本町における管理職等への女性の登用を推
進します。さらに、地域社会や各種団体等についても働きかけを行い、女性の参画をさらに
拡大していきます。 

 
① 政策・方針決定への女性の参画推進 

No. 事業内容 担当課 

１ 各種審議会等に女性を積極的に登用し、女性委員のいない審議会等
をなくしていきます。 

各種審議会等を 
所管する課 

２ 
審議会や委員会、町の役職等、構成員への女性登用及び片方の性に

偏らないような配慮等、男女のバランスについて各課への定期的な啓
発を行います。 

福祉課 

３ 
女性の活躍する機会の拡大を図るため、また、性別に捉われない職

務機会を付与するため、性別に関係なく個人の能力や適性に応じて、
管理職・係⻑職への登用など適正な職員配置に努めます。 

総務課 

 
② 男女の平等な雇用機会と待遇の確保 

No. 事業内容 担当課 

１ 事業主に対して、女性の雇用機会や待遇の改善をテーマとした研修
会やセミナーの情報を提供し、女性の雇用環境の改善を推進します。 

福祉課 
商工観光課 

２ 各種相談窓口の種類や取り扱う内容を整理するなど、女性の就労に
関する相談体制の充実や、相談窓口の効果的な周知に努めます。 

福祉課 

３ 
職場における様々なハラスメントの防止を目的として、事業主への

周知・啓発を推進します。また、様々な問題に対応した相談窓口の周
知に努めます。 

福祉課 
商工観光課 
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③ 農林業分野における男女共同参画の推進 

No. 事業内容 担当課 

１ 給料・労働時間や家族の役割分担を明確にし、経営発展と女性の地
位向上を目指した家族経営協定について、普及・促進に努めます。 

農業振興課 

２ 
若い世代の女性の経営参画・社会参画できる環境整備の重要性と課

題の認識共有を図るため、セミナー等の情報提供の推進・啓発に努め
ます。 

農業振興課 

３ 
女性の農業経営や地域社会への一層の参画のための環境整備とし

て、女性の活動や子育て期等負担軽減を支援する情報提供等の推進、
女性農業者によるネットワークづくりの推進に努めます。 

農業振興課 

 
 
④ 推進体制の整備・確立 

No. 事業内容 担当課 

１ 子育て期にある人の学習機会や意欲を支援するため、各種講座や行
事等で託児ができる体制づくりに努めます。 

行事等を 
企画する課 

２ 

男女共同参画社会の実現に向けて役場内の総合的な推進体制の強
化はもとより、町⺠と行政、関係機関がお互いに連携しながら計画を
推進するとともに、庁内において定期的に計画内容についての周知・
啓発を行います。 

福祉課 
関係各課 

３ 
各部署において、施策の計画・立案・実施の際に、男女共同参画の

視点を組み入れるよう、各課に向けて男女共同参画に関する定期的な
周知・啓発を行います。 

福祉課 

４ 県が実施する研修会等の情報提供など、さまざまな分野で男女共同
参画を推進する人材の発掘・育成に努めます。 

福祉課 
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第５章 計画の推進体制 

計画を総合的、効果的に推進するために町の各部門が連携して推進と進捗状況の把握にあた
るとともに、国・県・関係機関等との情報交換等の連携強化を図ります。 

また、町⺠に対しては、本計画の内容の理解を求め、男女共同参画社会実現に向けて積極的な
協力を呼びかけていきます。 

 
１ 庁内の積極的な推進体制の整備 

庁内の各部門で連携を図りながら施策を推進するとともに、職員一人ひとりが男女共同
参画に対する認識を深め、自ら推進役となることができるよう、庁内における研修や情報提
供の充実を図ります。 

また、男女共同参画の現状と問題点を把握するために調査、情報収集を行い、施策の見直
し、企画立案に努めます。 

 
２ 町民との連携 

広く町⺠の意見を聴取するため、定期的に御船町男女共同参画審議会を開催し、計画の推
進を図ります。 

 
３ 計画の進捗管理 

本計画に基づく施策の進捗状況を把握し、その成果等について検証するとともに、結果を
公表するなど、計画の進捗管理を行います。 

また、御船町男女共同参画推進審議会において点検・評価を行い、本計画の円滑な運用を
図ります。 
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参考資料 

１ 男女共同参画社会基本法 

 
平成 11 年 6 月 23 日法律第 78 号 

最終改正：平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号 

 前文 

 第一章 総則（第一条―第十二条） 

 第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条―第二十条） 

 第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条） 

 附則 

 

前文 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、

国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男

女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することが

できる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付

け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要であ

る。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公

共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定す

る。 

 

第一章 総則  

 

（目的）  

第一条  この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現

することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び

国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めること

により、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

 

（定義）  

第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 一  男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受する

ことができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

 二  積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のい

ずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

 

（男女の人権の尊重）  

第三条  男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱

いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを

旨として、行われなければならない。 

 

（社会における制度又は慣行についての配慮）  
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第四条  男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等

を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形

成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選

択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第五条  男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策

又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなけれ

ばならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条  男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の

介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活

動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

 

（国際的協調）  

第七条  男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女

共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

 

（国の責務）  

第八条  国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に

策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務）  

第九条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及

びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（国民の責務）  

第十条  国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参

画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

 

（法制上の措置等）  

第十一条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措

置その他の措置を講じなければならない。 

 

（年次報告等）  

第十二条  政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２  政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。 

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

 

（男女共同参画基本計画）  

第十三条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共

同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければならない。 

２  男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一  総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

 二  前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

めに必要な事項 

３  内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め



 

46 

なければならない。 

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しなけ

ればならない。 

５  前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

 

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条  都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければなら

ない。 

２  都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一  都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大

綱 

 二  前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項 

３  市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）

を定めるように努めなければならない。 

４  都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（施策の策定等に当たっての配慮）  

第十五条  国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実

施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

 

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条  国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を

講じなければならない。 

 

（苦情の処理等）  

第十七条  国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に

影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の

男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要

な措置を講じなければならない。 

 

（調査研究）  

第十八条  国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他

の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。 

 

（国際的協調のための措置）  

第十九条  国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の

交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずる

ように努めるものとする。 

 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第二十条  国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女

共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努

めるものとする。 

 

第三章 男女共同参画会議  

 

（設置）  

第二十一条  内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 
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（所掌事務）  

第二十二条  会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一  男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

 二  前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に

関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

 三  前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、

意見を述べること。 

 四  政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女

共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、

意見を述べること。 

 

（組織）  

第二十三条  会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 

 

（議長）  

第二十四条  議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２  議長は、会務を総理する。 

 

（議員）  

第二十五条  議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

 一  内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

 二  男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２  前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。 

３  第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満

であってはならない。 

４  第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

 

（議員の任期）  

第二十六条  前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２  前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

 

（資料提出の要求等）  

第二十七条  会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視又

は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

２  会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対しても、

必要な協力を依頼することができる。 

 

（政令への委任）  

第二十八条  この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令

で定める。 
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附則 抄  

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。 

 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第一条の規定によ

り置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもって存続す

るものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員であ

る者は、この法律の施行の日に、第二十三条第一項の規定により、審議会の委員として任命されたものとみなす。こ

の場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、同日における旧

審議会設置法第四条第二項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一

の期間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の規定により定められた男女共同参画審議会の会長であ

る者又は同条第三項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第二十四条第一

項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第三項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員と

して指名されたものとみなす。 

 

附則 （平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄  

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布の日 

 

（職員の身分引継ぎ） 

第三条 この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚生省、農林水産省、通商産

業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下この条において「従前の府省」という。）の職員（国家行政

組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の審議会等の会長又は委員長及び委員、中央防災会議の委員、

日本工業標準調査会の会長及び委員並びに これらに類する者として政令で定めるものを除く。）である者は、別に

辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって、この法律の施行後の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務

省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この条において「新府

省」という。）又はこれに置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職員が属する従前の府省

又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の新府省又はこれに置かれる部局若しくは機関として政令で定めるも

のの相当の職員となるものとする。 

 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で定

める。 

 

附則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。 
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２ 熊本県男女共同参画推進条例 

平成 13 年 12 月 20 日公布、熊本県条例第 59 号 

前文 

男女が、互いにその人権を尊重しつつ、責任を分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮で

きる男女共同参画社会の実現は、少子高齢化の進展、経済活動の成熟化など社会経済情勢が急速に変化するなか

にあって、県民一人一人が人として尊重される真に豊かで活力のある地域を実現するために重要な課題である。 

本県においては、男女共同参画社会の実現に向け様々な取組が進められてきたが、性別による固定的な役割分担

意識や男女の生き方の自由な選択に影響を及ぼす慣行が依然として存在するなど多くの課題が残されており、社会の

あらゆる分野において男女共同参画をさらに進めていくことが求められている。 

男女共同参画社会の実現が、本県の将来を決定する重要な課題であることを深く自覚し、県、県民、事業者及び市

町村が連携協力しながら、男女共同参画社会の形成に向けた取組を総合的かつ計画的に推進するため、この条例を

制定する。 

 

第一章 総則（第一条～第十四条） 

（目的） 

第一条 この条例は、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに県、県民及び事業者（県内において

事業活動を行うすべてのものをいう。以下同じ。）の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策について基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進す

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ

る活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することが

でき、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいず

れか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱い

（明確な差別的意図がなくとも、差別を容認したと認められる取扱いを含む。）を受けないこと、男女が個人として能

力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に

対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 

 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、県その他の団体における政策又は方針

の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければならない。 

 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、家事、子の養育、

家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、家庭生活に

おける活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女

共同参画社会の形成は、国際的な協調の下に行われなければならない。  
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（県、県民、事業者及び市町村の協働） 

第八条 男女共同参画社会の形成は、県、県民、事業者及び市町村の主体的な取組及び相互の連携協力により促進

されることを旨として、これらの者の協働の下に行われなければならない。 

（県の責務） 

第九条 県は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定

し、及び実施しなければならない。 

２ 県は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共

同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

 

（県民の責務） 

第十条 県民は、基本理念にのっとり、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、自ら男女共同

参画社会の形成に努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第十一条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっとり、自ら男女共同参画社会の形成に努め、

男女が対等に事業活動に参画できる機会を確保し、及び職業生活における活動と他の活動とを両立できる職場環

境を整備するよう努めなければならない。 

 

（市町村との連携） 

第十二条 県は、市町村の男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画の策定及び施策の推進を支援す

るため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 県は、市町村に対し、県が行う男女共同参画社会の形成の促進に関する施策への協力を求めることができる。 

 

（男女共同参画社会の形成を阻害する行為の禁止） 

第十三条 何人も、男女共同参画社会の形成を阻害する次に掲げる行為をしてはならない。 

一 職場、学校、地域、家庭等のあらゆる場における性的な言動により当該言動を受けた個人の生活環境を害る行為

又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与える行為 

二 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）に対し身体的又は精神的

な苦痛を与える暴力的な行為その他の男女間における身体的又は精神的な苦痛を与える暴力的な行為 

 

（公衆に表示する情報における表現への配慮） 

第十四条 何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担又は女性に対する暴力を助長し、又

は連想させる表現及び過度の性的表現を行わないよう配慮しなければならない。 

 

第二章 男女共同参画社会の形成に関する施策の推進（第十五条～第二十四条） 

（男女共同参画計画の策定等） 

第十五条 知事は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、男女共同

参画の推進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項 

３ 知事は、男女共同参画計画を定めようとするときは、県民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、

熊本県男女共同参画審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 知事は、男女共同参画計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものとする。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。 

 

（県民及び事業者の理解を深めるための措置） 

第十六条 県は、広報活動を通じて基本理念に関する県民及び事業者の理解を深めるよう適切な措置を講ずるものと

する。 

２ 県は、学校教育及び社会教育を通じて基本理念に関する県民の理解を深めるよう、男女共同参画に関する教育及

び学習の充実のための適切な措置を講ずるものとする。 
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（職業生活と家庭生活等との両立の促進） 

第十七条 県は、男女が共に職業生活と家庭生活等とを両立することができるよう、保育及び介護に関するサービスの

充実、職場における環境づくりの促進等のための適切な措置を講ずるものとする。 

 

（農山漁村における男女共同参画社会の形成の促進） 

第十八条 県は、農山漁村において、男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって、農林水産業経営及び

これに関連する活動又は地域における活動に共同して参画する機会を確保するため、活動の支援、条件の整備等

必要な措置を講ずるものとする。 
(県の附属機関の委員の選任における配慮等） 
第十九条 知事その他の県の執行機関は、その管理に属する附属機関等を組織する委員その他の構成員の選任に

当たっては、できる限り男女の数の均衡を図るものとする。 
２ 知事その他の県の任命権者は、その職員の登用に当たっては、性別にかかわらず、その能力に応じ均等な機会を

確保するよう努めるものとする。 
 
（調査研究） 
第二十条 県は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査及び研究を行うものとする。 
 
（推進体制の整備等） 
第二十一条 県は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、体制の整

備を図るとともに、必要な法制上又は財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 
 
（拠点施設の設置） 
第二十二条 県は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施し、並びに県民及び男女共同参画社会の

形成を推進する団体が行う男女共同参画社会の形成に関する活動を支援するための拠点となる施設を設置するも
のとする。 

 
（苦情の処理等） 
第二十三条 県民又は事業者は、県が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策について苦情があるときは、知事に申し出ることができる。 
２ 県民又は県内に在勤若しくは在学する者は、第十三条に掲げる行為その他の男女共同参画社会の形成を阻害す

る行為を受けたときは、知事に相談を申し出ることができる。 
３ 知事は、第一項に規定する苦情の申出について、迅速かつ適切に処理するための体制を整備するとともに、その

処理のため必要があると認めるときは、熊本県男女共同参画審議会の意見を聴くものとする。 
４ 知事は、第二項に規定する相談の申出について、迅速かつ適切に処理するため相談員の設置等必要な体制を整

備するとともに、必要に応じ関係機関と連携してその処理に努めるものとする。 
 
（年次報告） 
第二十四条 知事は、男女共同参画社会の形成の状況及び男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施

状況を明らかにするため、毎年度、報告書を作成し、これを公表するものとする。 
 
第三章 熊本県男女共同参画審議会（第二十五条～第二十七条） 
（審議会の設置） 
第二十五条 知事の附属機関として、熊本県男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 
２ 審議会は、知事の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 
一 男女共同参画計画の策定に関する事項 
二 第二十三条第一項の苦情の処理に関する事項 
三 県が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の評価に関する事項 
四 前三号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成に関する重要事項 
３ 審議会は、前項各号に掲げる事項について、知事に意見を述べることができる。 
 
（組織） 
第二十六条 審議会は、委員十人以内で組織し、男女のいずれの委員の数も、委員の総数の十分の四未満であって

はならない。 
２ 委員は、男女共同参画に関し識見を有する者のうちから知事が任命する。 
３ 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
４ 委員は、再任されることができる。 
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（専門部会） 
第二十七条 審議会は、必要に応じ、専門部会を置くことができる。 
第四章 雑則（第二十八条） 
 
（雑則） 
第二十八条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、知事が定める。 
 
附則 
１ この条例は、平成十四年四月一日から施行する。 
２ 男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）第十四条第一項の規定により定められた男女共同参画

計画は、第十五条の規定により定められた男女共同参画計画とみなす。 
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３ 御船町男女共同参画社会推進会議設置要綱 

平成 22 年 1 月 4 日 

訓令第 1 号 

(設置) 

第 1 条 御船町における男女共同参画社会の構築に向けて、町民の意見を尊重し、地域に根ざした総合的な施策を

推進するため、御船町男女共同参画社会推進会議(以下「推進会議」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条 推進会議は、次の各号に掲げる活動を行う。 

(1) 男女共同参画社会に関する施策の推進に関すること。 

(2) 御船町男女共同参画社会基本計画策定に関すること。 

(3) 御船町男女共同参画推進条例の策定に関すること。 

(組織) 

第 3 条 推進会議は、委員 10 人以内をもって組織する。 

2 委員は次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

(1) 男女共同参画社会について識見を有する者 

(2) 学識経験を有するもの 

(3) その他町長が適当と認めた者 

(任期) 

第 4 条 委員の任期は 2 年以内とし再任することを妨げない。ただし、欠員を生じたときの補充委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

(会長及び副会長) 

第 5 条 推進会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

2 会長は、会務を総理し、推進会議を主催する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 推進会議は、会長が必要に応じて招集する。 

2 会長は、会議に関係者の意見を聴取する必要があるときは、当該関係者の出席を求めることができる。 

(庶務) 

第 7 条 推進会議の庶務は、福祉課社会福祉係において処理する。 

(報酬等) 

第 8 条 委員の報酬及び費用弁償は、御船町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例(昭和

31 年条例第 31 号)に定めるところによる。 

(補則) 

第 9 条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 27 年 4 月 17 日訓令第 13 号) 

この要綱は、公布の日から施行し、平成 27 年 4 月 1 日から適用する。 
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４ 御船町男女共同参画社会推進会議委員名簿 

 

〇令和５年度御船町男女共同参画社会推進会議委員 

連番 氏 名 所属団体 役職 備 考 

１ 山口 美和 熊本県女性人材バンク登録者   

２ 甲斐 榮子 御船町⺠生委員児童委員協議会 副会⻑ 会⻑ 

３ 野口 大樹 御船町商工会  ⻘年部⻑ 副会⻑ 

４ 荒木 フミエ 御船町婦人会 会⻑  

５ 中村 幸生 御船町ＰＴＡ連絡協議会 会⻑  

６ 成瀬 育枝 御船町議会 議員  

７ 上杉 奈緒子 御船町教育委員会 教育⻑  

８ 兼田 昌明 御船町教育委員会 社 会 教 育 課 
課⻑  
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５ 男女共同参画に関する用語の説明 

あ行 
アンコンシャス・バイアス  
（無意識の思い込み） 

人が気づかないうちに持つようになってしまった偏った見方や考
え方。意思決定や評価に影響を与えることが指摘されている。一例
として「男性は理系、女性は文系」、「子育て中の女性に重要な仕事
は無理」など。 

育児・介護休業法 一歳に満たない子を養育する労働者、家族の介護を必要とする労
働者は、男女を問わず一定期間休業できる育児・介護のための制度。 

SDGｓ（エス・ディー・ジー・ズ） 
（持続可能な開発目標） 

平成２７(2015)年の国連サミットで採択された「持続可能な開発
のための２０３０アジェンダ」に記載された、２０３０年までに持
続可能でよりよい世界を目指すための国際目標。１７のゴールと、
１６９のターゲットで構成され、「誰一人 取り残さない」（leave no 
one behind）ことを理念とする。 

LGBTQ＋ レズビアン（Lesbian 女性同性愛者）、ゲイ（Gay 男性同性愛者）、
バイセクシュアル（Bisexual 両性愛者）、トランスジェンダー
（Transgender 心とからだの性が一致しない人）、クエスチョニン
グ／クィア（Questioning／Queer 自分の性がはっきりしていない、
決めたくない人）の頭文字を組み合わせた言葉。「＋（プラス）」は、
その他にも多様な性のあり方があることを表す。性的マイノリティ、
性的少数者を表す言葉として用いられる。 

エンパワーメント 「パワーを与える」という意味であり、男女共同参画の分野では
女性が自らの意識と能力を高め、家庭や地域、職場など社会のあら
ゆる分野で、政治的、経済的、社会的、文化的に力をつけること及
びそうした力を持った主体的な存在となり、力を発揮し行動してい
くこと。 

か行 
家族経営協定 家族農業経営内で世帯員の役割分担、労働時間・休日・休暇など

の就業条件、収益の分配、経営の継承などについて、世帯員間の話
し合いに基づき取り決めを行っているものをいう。 

協働 それぞれの主体が、自らの責任と役割を認識し、協力しながら物
事を進めること。 

固定的性別役割分担意識 男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適
当であるにも関わらず、「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・
女性は補助的業務」のように、男性、女性という性別を理由として、
役割を固定的に分ける考え方のこと。 

さ行 
ジェンダー 人間には生まれついての生物学的性別（セックス／sex）がある。

一方、社会通念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男
性像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を「社会的・
文化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）という。 
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さ行 
女性活躍推進法 女性の職業生活においておける活躍の推進について、その基本原

則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにす
るとともに、基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生
活における活躍を推進するための支援措置等について定めている。 

セクシュアル・ハラスメント 身体への不必要な接触、性的関係の強要、衆目にさらされる場所
へのわいせつな写真の掲示などの性的いやがらせのこと。職場内の
みならず、施設における職員とその利用者の間、団体における構成
員間など、さまざまな生活の場で起こりうる。 

略して「セクハラ」と言われている。 

積極的改善措置 
（ポジティブ・アクション） 

男女共同参画社会基本法では、「活動に参画する機会に係る男女間
の格差を改善するために、必要な範囲内において男女のいずれか一
方に対して機会を積極的に提供すること」をいう。 

た行 
男女共同参画社会 男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保され、男女が均等に
政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、か
つ、共に責任を担うべき社会のこと。 

男女共同参画社会基本法 男女共同参画社会の実現を「２１世紀の我が国社会を決定する最
重要課題」と位置づけ、国の政策に関する基本方針を明らかにする
とともに、基本理念や国・地方公共団体・国⺠の責務、施策の基本
となる事項などを定めている。 

ドメスティック・バイオレンス
（ＤＶ） 

配偶者や恋人など親密な関係にある人からの暴力のこと。殴る、
蹴るといった身体的暴力だけでなく、心ない言動によって相手の心
を傷つける精神的暴力、嫌がっているのに性的行為を強要するとい
った性的暴力、生活費を渡さない経済的暴力なども含まれる。 

は行 
配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等に関する法律
（ＤＶ防止法） 

配偶者からの暴力に係る通報・相談等の体制を整備することによ
り、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを目的と
した法律。国・地方公共団体には配偶者からの暴力と被害者の保護
が責務として明示されている。 

配偶者等からの暴力（ＤＶ）の
防止及び被害者支援基本計画 

「配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律」第 2
条の 3 に基づく都道府県推進計画等のこと。 

市町村は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、
当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた
めの施策の実施に関する基本的な計画を定めるよう努めなければな
らないとされている。 

パワー・ハラスメント  
（パワハラ） 

同じ職場で働く者に対して、職務上地位の高い者などが業務範囲
を超えて自らの権力や立場を利用し、精神的および肉体的苦痛を与
え、職場環境を悪化させるといった「いじめ」に近い行為のこと。 
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ま行 
マタニティ・ハラスメント 妊娠や出産を控えた者又は経験者に対して行われる嫌がらせのこ

と。略して「マタハラ」と言われている。 

ら行 
リプロダクティブ・ヘルス／ラ
イツ 

性と生殖に関する健康（ヘルス）と権利（ライツ）のこと。安全
で満足できる性生活、安全な出産、避妊・妊娠・中絶・出産などに
ついて自らが決定する自由、適切な情報とサービスを得る権利など
が保障されること。 

わ行 
ワーク・ライフ・バランス 仕事と私生活を調和させ、そのどちらも充実させることで、お互

いをもっと良くしていこうという考え方や、そのための取組のこと。
「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」では、仕
事と生活の調和が実現した社会とは、『国⺠一人ひとりがやりがいや
充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や
地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段
階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会』であると定義し
ている。 
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６ 男女共同参画の推進のあゆみ（年表） 

 

年 熊本県 国 国際社会 

昭和 20 年  ・改正選挙法公布（婦人参政権） ・国際連合発足 
・国際連合憲章採択 

昭和 21 年  

・第 22 回総選挙で初の婦人参政
権行使 

・日本国憲法公布 
（男女平等の明文化） 

・国連婦人の地位向上委員会設置 

昭和 23 年   ・世界人権宣言採択 

昭和 42 年   ・婦人に対する差別撤廃宣言採択 

昭和 50 年  ・婦人問題企画推進本部設置 
・婦人問題担当室設置 

・国際婦人年 
・国際婦人年世界会議(メキシコ

シティ)において、世界行動計画
採択、1976 年(昭和 51 年)から
1985 年(昭和 60 年)までを「国
連婦人の十年」と決定 

昭和 51 年  
・⺠法改正（離婚復氏制度） 
・「女子教育職員、看護婦、保⺟等

の育児休業に関する法律」施行 
 

昭和 52 年  ・国内行動計画策定 
・国立婦人教育会館開館   

昭和 53 年    

昭和 54 年   ・国連第 34 回総会 
「女子差別撤廃条約」採択 

昭和 55 年 
・県議会が国に対し「婦人の権利

を確立するための意見書」提出 
・「県婦人問題行政推進会議」設置 

・女子差別撤廃条約署名 
・「⺠法・家事審判法」改正 

（配偶者の相続分引き上げ） 

・「国連婦人の十年」中間年世界会
議（コペンハーゲン）において、
国連婦人の十年後半期行動プロ
グラム採択 

昭和 56 年 ・「県婦人問題懇話会」設置 
・国内行動計画後期重点目標策定 
・配偶者の相続分アップを内容と

する改正⺠法施行 

・ILO 第 156 号条約 
（家族的責任条約）採択 

昭和 57 年 ・啓発誌「くまもとの婦人」創刊   

昭和 58 年 

・「県婦人問題基本計画」策定 
・「婦人問題シンポジウム」開催 
・県婦人海外派遣事業「婦人のつ

ばさ」実施 

  

昭和 59 年  ・アジア･太平洋地域婦人国際シ
ンポジウム開催  

昭和 60 年  

・⽗⺟両系主義の立場をとる「改
正国籍法」施行 

・「男女雇用機会均等法」公布 
（昭和 61 年施行） 

・女子差別撤廃条約批准  
・生活保護基準額の男女差解消 
・「国⺠年金法」改正 

（女性の年金権確立、昭和 61 年
施行） 

・「国連婦人の十年」世界会議 
（ナイロビ）において、婦人の
地位向上のためのナイロビ将来
戦略採択 
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  年 熊本県 国 国際社会 

昭和 61 年 ・「女性のための実施計画書」策定 

・婦人問題企画推進本部の構成を
全省庁に拡充 

・婦人問題企画推進有識者会議開
催 

 

昭和 62 年 ・人材リストバンク事業 
（平成元年改称;人材バンク事業） 

・⻄暦 2000 年に向けての新国内
行動計画策定  

昭和 63 年 

・「県婦人問題懇話会」が女性の登
用等について知事へ提言 

・福祉生活部県⺠生活総室に婦人
対策室を設置 

  

平成元年 ・女性地域リーダー育成事業実施   

平成 2 年   

・国連婦人の地位委員会拡大会期 
・国連経済社会理事会「婦人の地

位向上のためのナイロビ将来戦
略に関する第１回見直しと評価
に伴う勧告及び結論」採択 

平成 3 年  

・⻄暦 2000 年に向けての新国内
行動計画（第１次改定）策定  

・「育児休業法」成立（平成４年施
行） 

 

平成 4 年  ・婦人問題担当大臣任命  

平成 5 年  

・「パートタイム労働法」成立・施
行 

・中学校で家庭科が男女必修にな
る 

・国連第 48 回総会「女性に対する
暴力の撤廃に関する宣言」採択 

平成 6 年 

・男女共同参画社会形成のための
総合的指針「ハーモニープラン
くまもと」策定 

・男女共生ネットワーク事業実施 

・男女共同参画室設置  
・男女共同参画審議会設置（政令） 
・婦人問題企画推進本部を男女共

同参画推進本部に改称 
・高校で家庭科が男女必修になる 

・国際人口・開発会議「カイロ宣
言及び行動計画」採択 

平成 7 年 

・「熊本県農山漁村女性ビジョン」
策定 

・熊本県男女共同参画社会推進懇
話会設置 

・「育児休業法」改正（介護休業制
度の法制化）  

・ILO156 号条約（家族的責任条
約）批准 

・第 4 回世界女性会議「北京宣言
及び行動綱領」採択 

平成 8 年  

・男女共同参画 2000 年プラン策
定  

・優生保護法を改正・改称し、⺟
体保護法を公布・施行 

 

平成 9 年 
・男女共同参画社会を目指す高校

生向けガイドブックを作成・配
付（以後毎年） 

・男女共同参画審議会設置  
・「男女雇用機会均等法」改正 

（平成 11 年施行）  
・「介護保険法」公布 

（平成 12 年施行） 

 

平成 10 年 ・啓発誌「ならんで」創刊   

平成 11 年 
・女性副知事就任 
・県庁各所属セクシュアル・ハラ

スメント相談員を配置 

・「男女共同参画社会基本法」成
立・施行  

・「食料・農業・農村基本法」公布・
施行 （女性の参画の促進を規
定） 
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年 熊本県 国 国際社会 

平成 12 年 

・「熊本県男女共同参画白書」発行 
・全国で 2 人目、⺠間出身で初の

女性知事就任 
・「熊本県総合計画」が策定され、

男女共同参画システムづくりが
挑戦プロジェクトに盛り込まれ
る 

・県職員の職場での旧姓使用を認
める 

・「女性総合相談室」開設 

・「男女共同参画基本計画」策定 ・国連特別総会「女性 2000 年会
議」開催（ニューヨーク） 

平成 13 年 

・熊本県男女共同参画計画「ハー
モニープランくまもと２１」策
定 

・「熊本県農山漁村男女共同参画
推進プラン」策定 

・「くまもと子ども未来プラン」策
定 

・内閣府と共催で「男女共同参画
フォーラム」開催 

・「審議会等委員への女性の登用
推進に関する要項」策定 

・「熊本県男女共同参画推進条例」
制定（12 月） 

・「男女共同参画審議会」委員の公
募を開始 

・男女共同参画会議設置 
・男女共同参画局設置 
・「配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護に関する法律」公
布・施行  

・第１回男女共同参画週間 
・「仕事と子育ての両立支援策の

方針について」閣議決定 

 

平成 14 年 

・「熊本県男女共同参画推進条例」
施行（4 月 1 日） 

・くまもと県⺠交流館パレア内に
「男女共同参画センター」開設
（4 月 1 日） 

・「熊本県男女共同参画審議会」設
置 

・「男女共同参画社会づくりに関
する県の施策に対する苦情処理
制度」開始 

・アフガニスタンの女性支援に関
する懇談会設置  

平成 15 年 ・環境生活部に男女共同参画・パ
ートナーシップ推進課設置 

・「女性のチャレンジ支援策の推
進について」男女共同参画推進
本部決定 

・「少子化社会対策基本法」公布・
施行 

・女子差別撤廃条約実施状況第４
回・５回報告審議 

・「次世代育成支援対策推進法」公
布・施行 

 

平成 16 年  

・「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律」改
正・ 施行（元配偶者への拡大、
暴力概念の拡大等） 

 

平成 17 年 

・「熊本県配偶者等からの暴力の
防止及び被害者の保護に関する
基本計画」策定 

・「ＤＶ未然防止教育事業」開始 

・「男女共同参画基本計画（第 2
次)」閣議決定 

・「女性の再チャレンジ支援プラ
ン」策定 

・第 49 回国連婦人の地位委員会
(国連「北京＋10」世界閣僚級会
合)（ニューヨーク） 
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年 熊本県 国 国際社会 

平成 18 年 

・「第 2 次熊本県男女共同参画計
画」（ハーモニープランくまもと
21）策定 

・世界女性スポーツ会議開催 
・「熊本県農山漁村男女共同参画

推進プランⅡ〜ステップアップ
プラン〜」策定 

・「国の審議会等における女性委
員の登用の促進について」男女
共同参画推進本部決定 

・「男女雇用機会均等法」改正 
・東アジア男女共同参画担当大臣

会合開催 
・「女性の再チャレンジ支援プラ

ン」改定 

 

平成 19 年 ・男女共同参画学習資料 
（中学生用)を作成・配布 

・「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律」改
正 

・「短時間労働者の雇用管理の改
善等に関する法律」改正 

・「子どもと家族を応援する日本」
重点戦略とりまとめ 

・「仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス)憲章」及び「仕
事と生活の調和推進のための行
動指針」策定 

 

平成 20 年 
・「熊本県配偶者等からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する
基本計画（第２次）」策定 

・「女性の参画加速プログラム」男
女共同参画推進本部決定 

・女子差別撤廃条約実施状況第６
回報告提出 

 

平成 21 年  

・男女共同参画シンボルマーク決
定 

・「育児・介護休業法」改正 
・女子差別撤廃条約実施状況第６

回報告審議 

 

平成 22 年  

・ＡＰＥＣ第 15 回女性リーダー
ズネットワーク（ＷＬＮ)会合 

・第８回男女共同参画担当者ネッ
トワーク（ＧＦＰＮ)会合 

・仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス)憲章」及び「仕
事と生活の調和推進のための行
動指針」改定 

・「第３次男女共同参画基本計画」
閣議決定 

・国連「北京＋15」記念会合（ニ
ューヨーク) 

平成 23 年 

・「第３次熊本県男女共同参画計
画」（ハーモニープランくまもと
21）策定 

・「熊本県農山漁村男女共同参画
推進プランⅢ〜ステップアップ
プラン〜」策定 

 
・ジェンダー平等と女性のエンパ

ワーメントのための国連機関
（略称：UN Women）発足 

平成 24 年 ・女性総合支援事業開始 ・「『女性の活躍促進による経済活
性化』行動計画」策定 

・第 56 回国連婦人の地位委員会
「自然災害におけるジェンダー
平等と女性のエンパワーメン
ト」決議案採択 
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年 熊本県 国 国際社会 

平成 25 年  

・若者・女性活躍推進フォーラム
の開催、提言 

・「男女共同参画の視点からの防
災・復興の取組指針」作成 

・「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等に関する法律」
改正（７月公布・平成 26 年１月
施行) 

・「日本再興戦略」（平成 25 年６月
14 日閣議決定）の中核に「女性
の活躍推進」が位置付けられる 

 

平成 26 年 

・「熊本県配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護等に関する
基本計画（第３次）」策定 

・熊本県女性の社会参画加速化会
議発足（8 月 27 日) 

・「熊本県女性経営参画塾」開始 
・熊本県女性起業支援事業開始 

・ 「日本再興戦略」改訂 2014（平
成 26 年６月 24 日閣議決定)に
「『女性が輝く社会』の実現」が
掲げられる 

・女性が輝く社会に向けた国際シ
ンポジウム（WAW!Tokyo2014)
開催 

・第 58 回国連女性の地位委員会
「自然災害におけるジェンダー
平等と女性のエンパワーメン
ト」決議案採択 

平成 27 年 

・「熊本県女性の社会参画加速化
戦略」策定 

・「くまもと子ども・子育てプラ
ン」策定 

・「女性活躍加速のための重点方
針２０１５」策定 

・「女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律」公布 

・「第４次男女共同参画基本計画」
閣議決定 

・国連「北京+20」記念会合（第 59
回国連婦人の地位委員会（ニュ
ーヨーク）） 

・第 3 回国連防災世界会議（仙台）
「仙台防災枠組」採択 

・ 国 連 で 持 続 可 能 な 開 発 目 標
(SDGs)を含む「持続可能な開発
のための 2030 アジェンダ」採
択 

平成 28 年 

・「第４次熊本県男女共同参画計
画」策定 

・「熊本県女性の活躍推進計画」策
定 

・女性の職業生活における活躍の
推進に関する法律全面施行  

平成 29 年 ・「熊本県農山漁村男女共同参画
推進プランⅣ」策定  

・経済・産業分野における女性の
活躍を促進する G20(20 か国・
地域)の会議「W20 サミット」開
催（ドイツ） 

・APEC 女性と経済フォーラム(ベ
トナム) 

平成 30 年  

・「政治分野における男女共同参
画の推進に関する法律」公布・
施行 

・「働き方改革を推進するための
関係法律の整備に関する法律」
公布・一部施行 

 

令和元年 
・「熊本県配偶者等からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する
基本計画（第４次）」改定 

・「女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律等の一部を
改正する法律」公布・一部施行 
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年 熊本県 国 国際社会 

令和２年 
・「女性活躍サミット 2020」開催 
・「第２期くまもと子ども・子育

てプラン」策定（３月） 

・「新型コロナウイルス感染症対
策の基本的対処方針」決定 

・「災害対応力を強化する女性の
視点〜男女共同参画の視点から
の防災・復興ガイドライン〜」
作成 

・「男女雇用機会均等法」改正 
・「女性活躍加速のための重点目

標 2020」策定 
・「性犯罪・性暴力対策の強化の

方針」決定 
・「第５次男女共同参画基本計

画」閣議決定 

 

令和３年 
・「第５次熊本県男女共同参画計

画」改定（「熊本県女性の活躍
推進計画」を統合） 

  

令和５年  

・「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等に関する法律」
改正（5 月公布・令和 6 年 4 月
施行) 
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